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1. リサイクルポテンシャルに関する調査 
 

1.1 品目別廃棄物処理・リサイクルガイドラインの概要  

品目別廃棄物処理・リサイクルガイドラインは、製造事業者等、当該製品の取り扱

う関係事業者の自主的な取組を促進することを目的として、関係者がリデュース、リ

ユース、リサイクル及び処理に関して取り組むべき事項を整理したものであり、平成

2 年に初めて策定されている。その後、本ガイドラインは、同様に業種別に排出され

る廃棄物について取り組むべき事項を整理した業種別廃棄物処理・リサイクルガイド

ラインと併せて 8 度の改定がなされており、対象品目・業種の拡大を図るほか、品目

別・業種毎の取組内容の充実を図ってきている。 

現在、品目別廃棄物処理・リサイクルガイドラインの対象となっているのは下記 35

品目である。 

 

＜品目別廃棄物処理・リサイクルガイドライン対象品目＞ 

1. 紙 

2. ガラスびん 

3. スチール缶 

4. アルミ缶等 

5. プラスチック 

6. 自動車 

7. オートバイ 

8. タイヤ 

9. 自転車 

10. 家電製品 

11. スプリングマットレス 

12. オフィス家具 

13. カーペット 

14. 布団 

15. 乾電池・ボタン電池 

16. 小形二次電池等 

17. 自動車用鉛蓄電池及び二輪自動車

用鉛蓄電池  

18. カセットボンベ 

19. エアゾール缶 

20. 小型ガスボンベ 

21. 消火器  

22. ぱちんこ遊技機等  

23. パーソナルコンピュータ及びその

周辺機器 

24. 複写機  

25. ガス・石油機器 

26. 繊維製品 

27. 潤滑油  

28. 電線 

29. 建設資材 

30. 浴槽及び浴室ユニット 

31. システムキッチン  

32. 携帯電話・PHS 

33. 蛍光管等 

34. 自動販売機 

35. レンズ付フィルム  
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（1）ガイドラインのフォローアップ 

品目別廃棄物処理・リサイクルガイドラインに示された内容を踏まえ、個別品目

毎に定期的に取り組みの進捗状況について点検（フォローアップ）が行われている。

最近のフォローアップの結果は平成 18 年 10 月に取りまとめ、公表されており、平

成 17 年度のガイドラインの改定を踏また、内容となっている。 

フォローアップの結果を、以下の項目に沿って整理を行った（表 1.1 参照）。 

 

＜フォローアップ結果の整理項目＞ 

・生産量・使用量等（直近のデータ（平成 19 年度）が入手可能な場合には、そ

れを記載した） 

・生産量・使用量等の動向（前年比） 

・10%以上増加  

・10%未満増加  

・横ばい  

・10%未満減少  

・10%以上減少  

 

・ガイドラインの概要  

・（ガイドラインを踏まえた）３Ｒの取り組みの進捗状況 

・今後の措置 

 

また、数値目標が定められている項目については別途整理を行うと共に、技術開

発等に関し取り組むべき事項が記載されているものについては、併せて整理を行っ

た（表 1.2 参照）。なお表中の空欄は、特に数値目標の設定等の定めのない製品であ

る。 

 

＜数値目標に関する結果の整理項目＞ 

・生産量・使用量等（直近のデータ（平成 19 年度）が入手可能な場合には、そ

れを記載した） 

・生産量・使用量等の動向（過去 10 年間の増減） 
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・10%以上増加  

・10%未満増加  

・横ばい  

・10%未満減少  

・10%以上減少  

 

・数値目標の現状の達成状況とこれまでの動向 

◎ 
「フォローアップ時点で目標を上回って達成」 

あるいは「基準年を前倒しして達成」 

○ 概ね数値目標レベルを達成 

△ 数値目標に達していない 

・技術開発項目等 
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表 1.1 品目別廃棄物処理・リサイクルガイドラインフォローアップ結果の概要  
 生産量・使用量等及び動向 前年比 ガイドラインの概要 ３Ｒの取組の進捗状況 今後の措置 

紙生産量：19,192 千トン 
前年比：100.7% 

 

板紙生産量：12,074 千トン 
前年比：100.3% 

 

古紙消費量：19,314 千トン 
前年比：102.9% 

 

パルプ消費量：12,176 千トン 
前年比：99.3% 

 

古紙利用率：61.4%  

古紙回収率：74.5%  

1.紙 

Ｈ19 年数値 
出典：（財）古紙再生促進センター
資料 

 

1.古紙利用の促進 
Ｈ22 年度古紙利用率 62%達成 
2.古紙回収の促進 
オフィス古紙、家庭系古紙の回収拡大 
3.紙製容器包装に係る取組の促進 
（Ｈ22年度目標：Ｈ16 年度比） 
飲料用紙容器：1%軽量化 
その他紙製容器包装：2%削減（重量ベー
ス） 
段ボール容器包装：1%軽量化（1 ㎡あた
り） 

1.古紙利用の促進 
・古紙利用率目標を、「Ｈ22 年度までに
62%」に上方修正。 

2.古紙回収の促進 
・古紙標準品質規格の主要銘柄に「オフ
ィスペーパー」「雑がみ」を設定し、分
別排出基準を設定。 

3.紙製容器包装に係る取組の促進 
・「３Ｒ推進団体連絡会」を結成し、「容
器包装の３Ｒ推進のための自主行動計
画」を策定。 

1.古紙利用の促進 
・古紙品質向上に取り組み、印刷情報用
紙への古紙利用を進め、古紙利用率を
高める。 

2.古紙回収の促進 
・オフィス古紙の回収促進 
・家庭やオフィスからの雑がみの回収促
進 

3.紙製容器包装に係る取組の促進 
・紙製容器包装に係る３Ｒ推進の普及啓
発 

・紙パック識別表示に｢洗って開いてリサ
イクル｣の標語併記を奨励 

・段ボールの識別表示の実施率調査を実
施。識別表示統一を図る。 

ガラスびん生産量：1,433 千トン  

カレット利用量：1,371 千トン  

カレット利用率：95.6%  

2. 
ガラスび
ん 

Ｈ19 年数値 
出典：ガラスびんリサイクル促進
協議会資料 

 

1．リサイクルの促進 
①Ｈ22 年度にカレット利用率 91%の達成
を目指す。 
②異物除去装置等の導入・普及 
③リサイクルの推進に資するガラスびん
の技術開発を推進 
④エコロジーボトルの利用を推進 
2．カレット新規用途開発、拡大 
①新規用途品の市場開拓及び供給能力を
拡大 
②公共分門での需要拡大のための検討 
3．カレットの品質向上 
自治体、消費者に分別の品質の向上を図
るよう呼びかけ 
4．リデュース、リユースの推進 
①2004 年比で 2010 年までに 1 本あたり
1.5%軽量化を目指す。 
②統一規格びんの普及方策及びリユース
を考慮した目標を検討 

1．リサイクルの促進 
カレット利用率Ｈ17年度91.3%←Ｈ16年
度 90.7% 
業界統一カレット受入品質規格改定（Ｈ
15年 10 月移行） 
「エコロジーボトル」のＰＲ 
2．カレット新規用途開発、拡大 
カレット需要動向把握システムの開発 
3．カレットの品質向上 
異物混入状況等に応じたランク付け、品
質基準を示したパンフレットの配付 
4．リデュース、リユースの推進 
再使用促進の表示「Ｒ」マークの導入・
統一規格びんの採用 

1．リサイクルの推進 
カレット利用率：Ｈ22 年度に 91%の目標
達成を目指す。 

スチール缶消費重量：834 千トン  

スチール缶再資源化量：710 千トン  

リサイクル率：85.1%  

3. 
スチール
缶 

Ｈ19 年数値 
出典：スチール缶リサイクル協会
資料 

 

1．リサイクル・リデュースの推進①数値
目標スチール缶リサイクル率 85%以上 
②総合的リサイクルの推進、薄肉化・軽
量化（目標年次Ｈ22年度にＨ16年度実績
比 2%の軽量化）を目指す 
③製鋼原料としての利用拡大 
④容器包装リサイクル法と連携したリサ
イクル対策の推進 
2．今後の事業活動について 
容器包装リサイクル法と連携して、スチ
ール缶リサイクル協会の推進してきた社
会システム構築維持のため、啓発を重点
推進 
①再資源化対策②美化・散乱対策③普及
啓発対策 

1．リサイクル率の上昇 
Ｈ17 年 88.7% ←Ｈ15 年 87.5％・Ｈ16 年
87.1％ 
2．普及・啓発活動 
①記者説明会、インターネット、パンフ
レットなど広報活動 
②研究会・フォーラムの開催 
③資源化施設見学会の実施 
3．その他 
①素材の薄肉化、軽量化を図り、過去 30
年間で重量を缶別 2割～6割削減 
②自治体向けリサイクルマニュアルを作
成、配布 
③相談室でのコンサルティング実施 
④美化キャンペーンや環境教育イベント
等啓発活動実施 

〈特に取り組むべき事項〉 
スチール缶リサイクルは既に目標値を達
成し、再資源化体制は整備されているた
め、引き続き達成状況を維持すべく体制
維持に重点をおくとともにスチール缶リ
サイクルの普及・啓発に努める。 
容器包装廃棄物の 3R推進のため、容器包
装リサイクルに係る関係団体 
と共同で、主体間連携に資する取り組み
を推進する。 

アルミ缶消費重量：279 千トン  

アルミ缶再生利用重量：301 千トン  

リサイクル率：92.7%  

CAN TO CAN 率：62.7%  

4. 
アルミ缶 

Ｈ19 年数値 
出典：アルミ缶リサイクル協会資
料 

 

1．再資源化の促進 
①リサイクル率 85%以上を維持 
②自治体ルート以外での回収について、
Ｈ22年度までに回収割合 50%を目指す。
③Ｈ22 年度までに H16 年度実績比で 1%
の軽量化を目指す。 
2．持続性のある再生資源利用の促進 
CAN TO CAN 再生資源化の維持、拡大等を
図り、アルミ缶用材料の製造段階での再
生資源の利用を促進し、缶材への再生資
源利用率をＨ18年度に 55%以上にする。
3．調査活動 
国内外におけるリサイクル実態の調査を
行う。 

1．再資源化の促進 
①アルミ缶回収・再資源化率Ｈ17 年度
91.7%（Ｈ16 年度 86.1%） 
②自治体、学校、スーパーマーケット等
回収協力者に対し、パンフレットの提供
等を実施。事業系ルートでの回収率向上
を目指し、実態把握、方策検討のための
ＷＧを設置。 
③更なる薄肉化・軽量化に向けて、委員
会を設置し検討中。 
2．持続性のある再生資源利用の促進 
再資源利用率Ｈ17年度 55.6%（Ｈ16 年度
52.3%） 
CAN TO CAN 率Ｈ17 年度 57.3%（Ｈ16 年
度 61.7%） 
3．調査活動 
飲料用アルミ缶回収の実態調査等を実
施。 

1．再資源化の促進 
①リサイクル率の維持、更なる向上に向
けた活動を実施。 
②関係業界と連携の上、回収ルート等の
整備を実施。 
③薄肉化、軽量化によるリデュースを促
進。 
2．持続性のある再生資源利用の促進 
引き続きアルミ缶用材料における再生資
源利用の確保。 
3．調査活動 
国内外におけるリサイクル実態の調査を
行う。 

PET ボトル販売量：573 千トン  

PET ボトル収集量：397 千トン  

分別収集実施市町村数：2,358  

PET ボトル回収率：69.2% 
※H17 年より回収率の定義改訂 

 

Ｈ19 年数値 
出典：PET ボトル推進協議会資料  

発泡スチロール出荷量：182 千トン  

回収対象量：165 千トン  

リサイクル率：80.9%  

Ｈ19 年数値 
出典：発泡スチロール再資源化協
会資料 

 

塩ビ管・継手排出量：36 千トン  

リサイクル量：21 千トン  

リサイクル率：60%  

5. 
プラスチ
ック 

Ｈ19 年数値 
出典：塩化ビニル管・継手協会資
料 

 

１．リサイクルの促進数値目標 
①飲料用・しょうゆ用ペットボトルの回
収率 80%以上（Ｈ26年度まで） 
②発泡スチロール製魚箱及び同家電製品
梱包材（EPS）等のリサイクル率 75%（※
サーマルを含む）の達成（Ｈ22 年度ま
で）。 
③農業用塩化ビニルフィルムのリサイク
ル率 70%（※サーマルを含む）の達成（Ｈ
18年度）。 
④塩ビ製管・継手のリサイクル率 70%の
達成（Ｈ22年度まで）。 
２．ケミカルリサイクル等の推進 
①プラスチック原料化、油化、ガス化、
高炉還元などを引き続き推進する。 
②ハロゲン含有プラスチックのケミカル
リサイクルも含めたフォローアップを継
続 
３．エネルギー回収利用の推進 
①廃プラエネルギー回収の普及。 
４．プラスチック廃棄物の減量化①包装
材料削減の推進（詰め替え製品の促進な
ども含む）。 
②広報・普及等の推進。 
③識別・材質表示の徹底・促進。 
５．その他 
①組立加工製品製造業との連携。 
②バイオマスプラスチック・生分解性プ
ラスチックの開発・利用 

1．リサイクル率の上昇 
①ペットボトル回収率 H17 年 63.7%（Ｈ
16 年 62.3%） 
②EPS リサイクル率Ｈ17 年 71.1%（H16
年 69.3%） 
③農ビリサイクル率Ｈ15 年約 6%（Ｈ11
年 51%） 
④塩ビ管・継手リサイクル率Ｈ17 年度
60.5%（Ｈ16 年 56.1%） 
2．リサイクルの促進 
①廃プラスチックの回収・有効利用を促
進し、リサイクル率向上を目指す。 
②プラスチックリサイクルに係る技術開
発 
③産業系廃プラスチックの再資源化に係
る LCA を実施し、マテリアルリサイクル
が環境負荷の軽減を図る上での有効な一
手法であるとの結果 
④ペットボトルについて、Ｈ22年度まで
にＨ16年度比1本当たり重量の3%削減を
目指す。 
⑤バイオマスプラスチック製品及び生分
解性プラスチック製品の識別表示制度を
運用 
⑥スーパー・量販店店頭でトレイの自主
回収を実施（Ｈ17年度 11,601ｔ） 
3．プラスチック廃棄物の減量化 
①プラスチック製容器包装について、Ｈ
22 年度までにＨ16 年度実績比で 3%削減
を目指す。 
4．普及・啓発活動 
 

1．リサイクルの促進 
①ガイドライン項目に則った取組を引き
続き実施 
②契約中間処理会社の設置の全国展開
（塩ビ管・継手）。 
③FRP リサイクル技術の開発。 
2．エネルギー回収利用の推進 
○エネルギー回収利用の手法をエコ効率
的評価の中で他の手法と比較調査する。 
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 生産量・使用量等及び動向 前年比 ガイドラインの概要 ３Ｒの取組の進捗状況 今後の措置 

使用済み自動車引取台数： 
3,709 千台 

 

フロン処理台数：2,662 千台  

エアバッグ処理台数：1,002 千台  

ASR 処理台数：3,681 千台  

6. 
自動車 

Ｈ19 年数値 
出典：自動車リサイクル促進セン
ター資料 

 

(1)自動車リサイクル法の円滑な施行 
(2)数値目標 
①自動車リサイクル法に基づくＡＳＲリ
サイクル率の早期達成 
①の達成により、使用済自動車のリサイ
クル率は推定でＨ17年 85%以上、Ｈ27 年
以降は 95%以上 
②鉛使用量（バッテリーを除く）をＨ18
年 1月以降Ｈ8年比の概ね10分の1以下
（大型商用車は 4分の 1以下） 
③水銀使用（一部を除き）をＨ17年 1月
以降禁止 
④六価クロム使用をＨ20 年 12 月以降禁
止 
⑤カドミウム使用をＨ19年1月以降禁止
(3)シュレッダーダストの発生抑制等の
設計・製造段階での３Ｒへの配慮 
(4)シュレッダーダスト・エアバッグ類・
フロン類のリサイクル法に基づく適正処
理。 
(5)リユース部品の利用の促進。 

1．自動車リサイクル法施行全般 
①関連事業者の登録・許可状況について
は、Ｈ20年３月末時点において引取業者
が87,513社、フロン類回収業者が23,450
社、解体業者が 6,279 社、破砕業者が
1,239 社それぞれ都道府県等の登録又は
許可を取得。 
② (財)自動車リサイクル促進センター
によるリサイクルシステム運営の継続的
な安定稼動を推進。 
③シュレッダーダストのリサイクルにつ
いてＡＲＴとＴＨチームの２チームに分
かれリサイクルを実施中。 
④フロン類、エアバッグ類については、
（有）自動車再資源化協力機構を設立し、
自再協が自動車メーカー等から委託を受
け、一元的にフロン類、エアバッグ類を
引き取り、リサイクル及び破壊を実施中。
2．自主的な取組み等 
①自動車リサイクル法に基づくＡＳＲの
リサイクル率についてＨ17 年度実績は
約 50～70%で、05 年～09 年の目標である
30%を早期にクリア 
②自動車業界の自主的取組 
イ.商用車架装物リサイクル 
ロ.環境負荷物質削減(鉛、水銀、６価ク
ロム、カドミウム)（Ｈ17 年、乗用車 36
モデル中29モデルで鉛の使用をＨ7年比
の 1/10 達成、また、Ｈ17 年 1 月以降、
全ての新型モデルで達成済み） 
ハ．二輪車リサイクル（別掲） 

①自動車リサイクル法の円滑な運用に向
けた取組 

廃棄二輪車引取台数：3,313 台  

リサイクル率：84.9%  

7. 
オートバ
イ 

Ｈ19 年数値 
出典：自動車リサイクル促進セン
ター資料 

 

１．オートバイのリサイクルシステムの
構築・二輪車製造業者等が関係事業者の
協力を得て、リサイクルネットワークを
自ら構築し、円滑に実施する。・二輪車製
造業者等は新たに販売する車輌にリサイ
クルマークを付して販売する。 
２．リサイクル率の向上、有害物質の使
用量削減数値目標 
①新型車のリサイクル可能率目標 90%以
上 
②新型車の鉛使用量（バッテリーを除く）
をＨ18 年 1月以降 60g 以下（210kg 車重
量）とする。 
③水銀使用をＨ16年以降禁止 
④六価クロム使用をＨ20年1月以降禁止
⑤カドミウム使用をＨ19年1月以降禁止
⑥全てのオートバイのリサイクル率目
標：85%以上 
⑦Ｈ27 年度以降は全てのオートバイの
リサイクル率目標：95%以上 

1．Ｈ16 年 10 月からリサイクルシステム
稼働中 
①廃棄二輪車について指定引取窓口（190
ヶ所）、廃棄二輪車取扱店（約 15,000 店）、
処理・リサイクル施設（14 ヶ所）を設置
②リサイクルシステム稼働後、販売され
る車輌に二輪車リサイクルマークを付し
て販売する。稼働前に販売された二輪車
は、廃棄時にリサイクル料金を支払って
引き取る。Ｈ17 年度引取り累計数 3,267
台リサイクル率 84.8％ 
2.｢リサイクル･イニシアティブ自主行動
計画｣等の実施中 
①Ｈ17年市場投入モデルの全8モデルで
90%以上のリサイクル可能率を達成（ISO
基準のマテリアルリサイクル率） 
②Ｈ17年市場投入新型モデルの全8モデ
ルで鉛使用目標達成 
3．新規開発モデル３Ｒ事前評価を実施中
①リデュース：材質変更や部品小型化に
よる軽量化 
②リユース・リサイクル：廃バンパー材
やリサイクル PP材等の適用や、樹脂部品
の材料表示等による易解体性の向上 

仕組みの広報・理解普及活動を継続して
実施。 
・各種イベント・展示会等を通じたＰＲ
展開および自治体との連携による住民広
報展開により、更に幅広くユーザー認知
度の向上を目指し、社会定着化を図る 
・信頼性の高い仕組みへの排出を希望す
る自治体や事業者に対し、より利用しや
すい仕組みとなるよう大量排出車輌の受
入れシステムの構築を検討する。 
・システムの安定的な運営に活かすため、
中古車輸出業者、買取専門業者、オーク
ション業者など関連事業者に対する調
査・ヒアリングを継続的に実施し二輪中
古車の流通動向を把握する。 

廃タイヤ発生量：1,064 千トン 
 

リサイクル率：89% 
 

8. 
タイヤ 

Ｈ19 年数値 
出典：日本自動車タイヤ協会資料

 

１．回収・処理ルートの構築等 
①解体業者が収集・運搬業者などに円滑
に廃タイヤを引き渡せるようネットワー
クへの参加等を促進。 
②廃タイヤの適正処理の促進、ネットワ
ークにおけるマニフェスト制度の着実な
推進。 
③回収・リサイクル実績の公表。 
２．リデュース・リサイクル・リユース
への取組の促進 
①目標 
Ｈ17 年までにリサイクル率を 90%以上に
向上。 
②更生タイヤの使用促進等。 
③マテリアルリサイクルの拡大等。 

１．回収・処理ルートの整備等 
①解体業者状況調査等の実施。 
②排出者から再生・熱利用先までの管理
名簿の定期的なメンテナンス、大口利用
先の維持・開発、野積タイヤの処理状況
把握等、マニフェスト制度の指導。 
③適正処理体制の整備のため、インスト
ラクターを養成し、更にフォローアップ
研修を実施。 
④回収・リサイクル実績のプレス発表。
２．リサイクル・リユースへの取組の促
進 
①Ｈ17年リサイクル率 88% 
②３Ｒ推進委員会及びテーマ別部会にお
いて検討を実施。 

①広域認定に向けた事前作業として、マ
ニフェストの徹底と再生・熱利用先まで
の管理名簿の拡充。 
②社団法人日本自動車タイヤ協会原状回
復支援制度の適用を全国的に積極的に展
開。 
③３Ｒ推進委員会及びテーマ別部会の計
画に基づく検討。 
④その他、ガイドライン項目に則った取
組を引き続き実施。 

自転車保有台数：69,583 千台  

国内向け（生産＋輸入）完成車数
量：10,739 千台 

 

Ｈ19 年数値 
出典：自転車協会資料 

 

廃棄自転車：711.2 万台  

国内再資源化率：71%  

9. 
自転車 

平成 19年度不要自転車の回収処理
及び再資源化に関する調査報告書
（（財）自転車産業振興協会） 

 

1.設計・製造段階での３Ｒへの配慮 
①３Ｒ配慮設計の推進を図るとともに、
長寿命化された部品の利用に努める。 
②電動アシスト自転車の二次電池の取り
外し容易化、表示を推進 
2.リサイクルの推進Ｈ13 年度に設定し
たリサイクル可能率の目標値 67%の達成
を図る。 
3.使用済自転車の回収及び放置自転車処
理対策 
①自転車販売店と地方自治体等の連携に
より、販売店における使用済み自転車引
取りを推進 
②自転車販売店による共同回収処理事業
実施地域の拡大を図る。 
③放置自転車処理の推進を図るため地方
公共団体へ協力する。 
4.広報・啓発活動の推進①駅前放置自転
車の未然防止のためのキャンペーンを推
進する。②自転車の長期使用の啓発・普
及のため、学校、駅等で安全点検事業を
推進する。 

1.設計製造段階での３Ｒへの配慮 
①電動アシスト自転車用電子部品の鉛フ
リー化等を実施 
②自転車に関する環境負荷物質使用実態
を調査・把握 
③「自転車製品アセスメント・マニュア
ルガイドライン」（Ｈ14 年 3 月策定）に
環境負荷物質の使用に関する配慮事項等
を追記するなど改定 
2.リサイクルの推進 
①リサイクル可能率目標値 67%の達成状
況及び目標値の妥当性等について検討 
②電動アシスト自転車メーカーが二次電
池のリサイクルを実施 
3.使用済自転車の回収及び放置自転車処
理対策 
①東京都及び神奈川県の自転車商組合が
使用済自転車の小売店による集団店頭巡
回回収事業を実施 
②堺市自転車製造卸協同組合が堺市と連
携協力し使用済自転車の回収事業を実施
4.広報・啓発活動の推進 
①放置自転車未然防止のため、主要駅前
41カ所で、広報・啓発活動を実施した。
②全国の小売店、学校などで自転車の長
期使用の啓発・普及に取り組んだ。 

1.設計・製造段階での３Ｒへの配慮 
①資源有効利用促進法の製品指定も視野
に入れ、長寿命化設計された部品の利用
を拡大し、自転車のロングライフ化を推
進する。 
②電動アシスト自転車に使用する二次電
池の取り外し容易化を図るため、具体的
な方策を検討する。 
③自転車の３Ｒの設計・製造段階での取
組状況及び効果についてホームページや
製品カタログ等を活用し、消費者への訴
求を行う。 
2.リサイクルの推進リサイクル推進策に
関し、達成指標を含め新たな観点で内容
を検討する。 
3.その他使用済み自転車の小売店等によ
る回収及び放置自転車対策のための広
報・啓発活動を引き続き推進する。 
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 生産量・使用量等及び動向 前年比 ガイドラインの概要 ３Ｒの取組の進捗状況 今後の措置 

指定引取場所での引取台数 
エアコン：1,890 千台 

 

テレビ：4,613 千台  

冷蔵庫・冷凍庫：2,725 千台  

洗濯機：2,884 千台  

再商品化率 
エアコン：87% 

 

テレビ：86%  

冷蔵庫・冷凍庫：73%  

洗濯機：82%  

10. 
家電製品 

Ｈ19 年数値 
出典：家電製品協会資料 

 

1．３Ｒへの設計・製造段階での配慮 
①製品アセスメントの実施 
「家電製品アセスメントマニュアル」に
基づいた製品アセスメントの実施 
②製品アセスメントの実施状況の広報 
③プラスチック等のリサイクル対策の促
進 
2．廃棄段階における対策 
①特定家庭用機器再商品化法（家電リサ
イクル法）に基づく体制 
エアコン、テレビ、冷蔵庫、洗濯機につ
いて、現行の同法上の再商品化率以上の
再商品化を目指す。 
②特定家庭用機器からの冷媒フロン、断
熱材フロン回収 
③シュレッダーダスト対策 
3．廃家電製品の処理容易化・リサイクル
促進のための技術開発 
4.長期利用の促進 
①家電製品の修理機会をより長期間提供
するための方策の検討 
②家電修理技術者の育成による修理体制
の充実 
③長期使用製品の安全点検の普及啓発 
④適正な修理価格の設定 
⑤保険の活用 
5.その他 
①鉛使用量の削減 
②フロン使用量の削減 

1．３Ｒへの設計・製造段階での配慮 
取組事例集等について（財）家電製品協
会のホームページの内容を充実させ公
表。Ｈ１６年度新たに推奨する材質マー
クや解体性向上のマークを制定し、製品
アセスメントマニュアル第 3 版追補版を
発行、合わせて、ホームページでも公表
した。 
2．廃棄段階における対策 
①Ｈ17年度実績（カッコ内はＨ16年度の
数値） 

処理台数 再商品化率 
エアコン 199 万台（181 万台）84%（82%）
テレビ 385 万台（378 万台）77%（81%）
冷蔵庫 281 万台（281 万台）66%（64%）
洗濯機 295 万台（279 万台）75%（68%）
計 1160 万台（1119 万台） 
②冷媒フロンについては、エアコン 1122
トン、冷蔵庫 311 トンを回収。 
③易解体性設計・リサイクル処理技術の
検討など製品開発段階から 
環境適合設計（ＤｆＥ）を推進 
3．その他 
長期使用の促進の一環として、消費者が
製品を安全に使用するための「警告表示
のあり方」についてガイドラインを策定。
さらに、「家電品を安全に使うためのマー
ク」のパンフ発行及び講習会テキスト「家
電製品と点検技術」を改訂・発行 

1．製品アセスメントの実施状況の広報 
「家電製品製品アセスメントマニュアル
第 4版」の英語･日本語概要版を作成、合
わせて、ホームページへの掲載を計画。 

ベッド類生産量：1,188 千台  11. 
スプリン
グマット
レス 

Ｈ19 年数値 
出典：全日本ベッド工業会資料 

 

1．減量化・処理の容易化のための事前対
策製造事業者における再生可能材料の使
用、分離困難な部品の削減、部品の分離
分解の容易化を考慮した「製品アセスメ
ントマニュアル」の作成。 
2．廃棄段階における対策 
①指定一般廃棄物の処理に係る協力体制
の構築に関して全都清との協議を進め
る。 
②合理的な処理方法を検討し、リサイク
ルシステムの構築を図る。 
3．広報活動の促進 
①処理に関する相談窓口を全日本ベッド
工業会に設置。 
②処理に関する広報を行う。 

1．減量化・処理の容易化のための事前対
策 
全日本ベッド工業会において、会員経営
者に対し、減量化、処理の容易化等を考
慮した製品アセスメントの推進を要請。
2．廃棄段階における対策 
①Ｈ15 年 12 月の廃棄物処理法施行規則
改正に伴い、広域的な処理が可能となっ
たため、工業会加盟各社が共同して実施
する仕組みについて検討中｡ 
②国内における使用済みスプリングマッ
トレスの市場実態等に関する調査を実施
（Ｈ16年度) 。 
③処理技術等の実証実験及びシステムの
経済性評価等に関する調査を実施し、リ
サイクルコスト、環境への影響等の観点
から合理的な回収・リサイクルシステム
構築の方向性について検討。また、使用
済みスプリングマットレスの引取、引渡、
処理等の実態調査を実施（Ｈ17年度）。
3．広報活動の促進 
全日本ベッド工業会において、消費者・
販売事業者等からの問合わせへの対応を
実施。 

1．減量化・処理の容易化のための事前対
策製品アセスメントの検討及び啓発普及
活動の実施。 
2．廃棄段階における対策関係者間の協議
を進めるとともに、昨年度までの調査結
果を踏まえて、合理的な回収・リサイク
ルシステムの構築に向けての検討を進め
る。 
3．広報活動の促進消費者等からの相談へ
の対応及び情報提供の実施。 

12. 
オフィス
家具 

  1.３Ｒ容易化のための事前評価の推進 
JOIFA 製品アセスメント第３版等に基づ
き、各事業者はオフィス家具のアセスメ
ントを実施。 
オフィス家具に使用されているプラスチ
ックの材質表示を実施。 
2.回収ルートの整備及び３Ｒの促進 
「JOIFA 番号使用規程」において製品の
回収等の手続きの明確化を図り、回収、
保証、修理等を適切に進めることでオフ
ィス家具の３Ｒを推進。 
JOIFA 相談窓口において廃棄・回収に係
る助言を行う。 
３Ｒ基盤整備状況等に関する調査を行
い、３Ｒ促進に向けての今後の在り方に
ついて検討。 
3.表示に関する研究 
JOIFA 会員が製品アセスメントを実施し
た製品には「JOIFA 番号」を表示。 
「JOIFA 番号」のＰＲ方法について引続
き検討。 

1.３Ｒ容易化のための事前評価の推進
「オフィス家具の環境対策ガイドライ
ン」に基づき、会員企業は製品アセスメ
ント及びプラスチック材質表示を実施。
新たな基準の制定等を踏まえて「オフィ
ス家具の環境対策ガイドライン」を改訂
中。」 
2.回収ルートの整備及び３Ｒの促進「オ
フィス家具廃棄回収規程」を廃止し
「JOIFA 番号使用規程」を策定。「JOIFA
番号」に基づき製品の回収、保証、修理
及び問合わせへの対応等を実施。３Ｒの
実施状況に関する調査等を踏まえ、06 年
3月に「３Ｒ整備促進活動報告」を作成。
3.表示に関する研究金属製収納家具・事
務用机等につき、資源有効利用促進法等
の規程に即している製品に「JOIFA 番号」
を表示。 

1.３Ｒ容易化のための事前評価の推進 
「JOIFA 環境自主行動計画」の改訂につ
いて検討。 
2.回収ルートの整備及び３Ｒの促進 
引続き、「JOIFA 番号」に基づく製品の回
収、保証及び修理等を実施。 
３R の実施状況に関する継続的な調査や
回収・リサイクルの流通実態の把握等を
踏まえて、オフィス家具の３Ｒ推進に向
けての具体的な方策について検討。 
3.表示に関する研究 
「JOIFA 番号」の適切な表示に努めると
ともに、積極的な周知活動を図る。 

13. 
カーペッ
ト 

年間生産量：194,216t 
 
Ｈ13 年数値 
出典：日本カーペット工業組合資
料 

 1.リデュースの推進 
・日本カーペット工業組合は、毎年組合
員に対し、カーペット製造工程における
発生くず類減量化の進捗状況の調査や、
取組事例の調査を行い、達成状況の遅れ
ている組合員に啓発・PR することによ
り、Ｈ18 年度中にＨ13 年度排出量対比
20%の減量化を行う。 
2.リユースの推進・洗浄・クリーニング
によるカーペットの再利用方法について
組合で調査し、技術の積極的な活用によ
りリユースを推進 
3.リサイクルの推進・使用済みのカーペ
ットについて、リサイクルを行うための
調査・研究を行う。 
4.広報・啓発活動の推進 
・日本カーペット工業組合に「３R 推進
に関する相談窓口」を設置し、カーペッ
トの３Rに関する相談等に応じる。 
・各地各事業者のカーペットの３R に対
する取組事例調査等を日本カーペット工
業組合のリサイクル委員会を中心に行う

＜リデュースの推進＞ 
・カーペット製造工程における廃棄物
量：Ｈ17 年度（Ｈ16年度） 
年間生産量 177,937t（177,052t） 
廃棄物量 8,718t（9,319t） 
発生率 4.9%（5.3%） 
削減率（13年度比）20.8%（14.3%） 
＜リサイクルの推進＞ 
・グリーン購入法特定調達品目として、
タフテッドカーペットとタイルカーペッ
トが追加され各社適合商品を試作中。 
＜広報・啓発活動の促進＞ 
・日本カーペット工業組合において、Ｈ
17年度は、技術調査・勉強会を 2回、リ
サイクル委員会を 5 回開催し、組合内の
啓発に努めた。 

＜リデュースの推進＞ 
・「カーペット製造工程における廃棄物
量」については、ガイドラインに従い、
引き続き目標達成に向けて努力する。 
＜リサイクルの推進＞ 
・使用済みカーペットの回収方法及び回
収したカーペットのリサイクル手段の調
査・研究について、引き続き取り組む。 
＜その他＞ 
・「繊維製品３Ｒ推進会議」において、「カ
ーペットの３Ｒ推進アクションプラン」
のフォローアップを行い、進捗状況の把
握及び公表に努める。 
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 生産量・使用量等及び動向 前年比 ガイドラインの概要 ３Ｒの取組の進捗状況 今後の措置 

14. 
布団 

  1．リデュースの推進 
ふとんの製造工程における原材料くずの
減量化、再生利用を推進する。具体的に
は、製造工程の原材料くずの発生 
率をＨ13年度の約4.5％から4％以下へ、
詰めもの（中わた）の原材料くずの再生
利用率を、Ｈ13 年度の約 50％から 60％
以上にする。 
２．リユースの推進 
関係業界と連携を図り、ふとんの打ち直
し、リフォームを推進 
３．リサイクルの推進 
①リサイクル配慮設計商品の基準策定及
びマーク制度の導入を検討 
②使用済みふとんのリサイクル用途の開
発を検討 
③使用済みふとんの回収システムの構築
を検討 
４．その他 
①消費者への普及啓発活動を推進する。
例）・「ふとんの日」（2 月 10 日）、「ふと
んを贈る日」（敬老の日）にあわせた、啓
発活動の実施 
・全日本寝具寝装品協会ホームページを
通じた、ふとんリサイクル事業の情報提
供 
②業界への啓発活動を推進 
例）・全日本寝具寝装品協会の機関紙を通
じた、リサイクルに関する情報提供 
③使用済みふとんの廃棄に関する、消費
者や地方自治体の意識・行動の調査研究
を行う。 

＜リデュースの推進＞ 
・Ｈ16年度に行った実態調査での、原材
料くずの発生量及び再生利用状況は、以
下のとおり。 
◇原材料くずの発生率 
ふとん生地：1.4％、詰めもの：3.8％ 
◇詰めものの原材料くずの再生利用率：
75.7％ 
＜リデュースの推進＞ 
・Ｈ15年度に行った「ふとん回収実験」
において、ふとんのリサ 
イクルに関する消費者の動向が把握でき
たため、その結果をふとんメーカー等に
提示し、ふとんリサイクルに対する各社
の意向調査を行った。 
・その他、ふとんの下取りの実施状況及
び回収量、処理方法等に関する実態調査
など、各種調査を実施。 

＜リデュースの推進＞ 
・製造工程の原材料くずの発生率、詰め
ものの原材料くずの再生利用率について
は、引き続き達成状況を維持する。 
＜リサイクルの推進＞ 
・通常の繊維製品と比べ、重量があり、
かつかさばるという難点のあるふとんの
回収システムの確立に向け、引き続き検
討を行う。 
＜その他＞ 
・「繊維製品３R推進会議」において、ふ
とんのリサイクル等推進アクションプラ
ンのフォローアップを行い、進捗状況の
把握及び公表に努める。 

一次電池販売数量：4,317 百万個 
 15. 

乾電池・
ボタン電
池 

Ｈ19 年数値 
出典：電池工業会資料 

 

○広報・普及活動の促進 
・乾電池 
引き続き自治体を通じた収集・処理につ
いての広報活動を実施する。 
・ボタン電池 
ボタン電池（水銀電池等）の回収促進を
はかるため、販売店に回収箱を設置し、
無償で回収を行うとともに、ボタン電池
の回収・再資源化を促進する事項につい
て、積極的に広報・普及活動を行う。 

○広報・啓発活動の促進・乾電池電池工
業会ＨＰ等を通じて適正な処理について
の広報を行っているところ。 
・ボタン電池Ｈ17 年は、6,000 箱の回収
箱を作成し、ボタン電池使用機器の販売
店等に配布した。また、（社）電池工業会
の HP 上においても回収促進のための PR
を実施しているところ。 

＜広報・啓発活動の促進＞ 
今後も適正処理・回収促進のために広
報・啓発活動を行う。 

二次電池販売数量：1,798,073 千個  
16. 
小形二次
電池等 Ｈ19 年数値 

出典：電池工業会資料 
 

1.回収量の確保 
回収量の確保を図るため、回収システム
の整備及び広報・啓発活動を積極的に推
進する。 
2.回収システムの整備 
①JBRC 回収対象外の小形制御弁式(小形
シ－ル)鉛蓄電池については、検討中の密
閉形鉛蓄電池リサイクルスキ－ムで回収
システムの整備及び回収の効率化を進め
る。 
②JBRC では、引き続き事業系回収拠点の
拡充・整備を続けるとともに、自治体回
収拠点の設置について協力を要請する。
3.表示の徹底及び広報・啓発活動の促進
①小形二次電池４種の分別のための識別
色表示を徹底。 
②種々の媒体を介した広報・啓発活動を
継続して行う。 
4.小形二次電池使用機器に係る対策 
①機器に組み込まれた小形二次電池の回
収・リサイクルを容易にするため、機器
からの取り外しの容易化等を行う。 
②リース方式の機器、業務用の機器等に
おける回収システムの構築を検討する。
③設計・製造での取組状況及び効果を公
表等。 

1．再資源化率(Ｈ17 年度実績）＜有限責
任中間法人 JBRC、電池工業会＞小形制御
弁式鉛蓄電池 5１%ニカド電池 73%ニッケ
ル水素電池 77%リチウム二次電池 58%＜
モバイル・リサイクル・ネットワーク＞
リチウム二次電池 65%2．回収システムの
整備及び回収量の向上 
①JBRC では、従来のリサイクル協力店
（電気小売店等）に加え、自転車販売店
等を追加し、現在約 21,000 の登録拠点を
確保している。②JBRC 会員加入事業者の
拡大により、回収システムが強化された。
Ｈ18年 6月現在 239 社となっている。 
3．表示の実施及び広報・普及啓発の促進
エコプロダクツ展等各種イベントへの出
展及び広報・啓発資料（リサイクルガイ
ダンス等）の制作等 

<回収システムの整備及び回収率の向上>
回収拠点の拡充・整備等に引き続き努め
る。 
<電池負荷の少ない製品開発> 
機器の連続使用時間の延長に向けて、小
形二次電池の特性を考慮した高効率型の
製品を引き続き開発する。 

17. 
自動車用
鉛蓄電池
及び二輪
車用鉛蓄
電池 

  1．広報・啓発活動の促進 
①製造事業者等が回収・再資源化に積極
的に関与し、回収・再資源化ルートの拡
充に努める。 
②消費者に対し、販売店等が無償で引き
取る体制の構築等について、電池工業会
ホームページでの公表、関連イベントへ
の出展及び業界紙等への広告等の掲載を
行う。 
2．リサイクルシステムの検討 
自動車用鉛蓄電池及び二輪車用鉛蓄電池
を資源有効利用促進法の指定再資源化製
品に指定し安定的な回収・リサイクルシ
ステムの再構築を図る。 

1．広報・啓発活動の促進 
自動車や自動車用品関連の祭事、見本市
等において、現在のリサイクルの取組み
について広報活動を行うとともに、ホー
ムページやパンフレット、業界紙などを
通じて広報・啓発活動を実施 
2．リサイクルシステムの検討 
産業構造審議会及び中央環境審議会に設
置された検討会（専門委員会）での検討
を経て取りまとめられた報告書に基づ
き、現在、実務構築につき関係業界を交
えて検討を実施 
・準備組織として有限責任中間法人鉛蓄
電池再資源化協会(SBRA)を設置 
・SBRA を事務局として、リサイクルシス
テムの実務検討に向けて関連する 
他業界を組織したワーキンググループ及
び三つの研究会を設置。 
・これまで、関係業界と調整を図りなが
ら随時、研究会を実施 

資源有効利用促進法の指定再資源化製品
への指定及び廃棄物処理法の広域認定制
度を活用して、自動車用及び二輪車用鉛
蓄電池の自主回収・再資源化リサイクル
システムの再構築について速やかな実施
を目標に継続検討する。 
・リサイクルシステム実務検討の推進と
関係者との調整 
・システム案の構築・確定と実施スケジ
ュールの作成 
・上記実施スケジュールに基づく広報普
及の実施と関係者説明会の開催 
・円滑なシステムの開始 
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 生産量・使用量等及び動向 前年比 ガイドラインの概要 ３Ｒの取組の進捗状況 今後の措置 

18. 
カセット
ボンベ 

  １．廃棄方法 
全国統一した排出・回収方法に向けた全
都清との協議と課題の整理。 
「使いきってリサイクルへ」を徹底する
ための廃棄方法の広報。 
２．技術開発 
内部のガスを残さず使いきり易いカセッ
トこんろの性能基準作成及び工業会にお
ける自主基準化。 
３．中身残留缶対策（リサイクル対策）
費用負担も含め関係者の役割分担を明確
にした残留缶処理・再資源化システムの
検討。 

１．廃棄方法 
｢使いきってから排出｣の啓発活動 
全国地下鉄窓上啓発ポスター掲出、ホテ
ルレストランショーへの出展、雑誌掲載、
景品付安全啓発キャンペーン、カセット
こんろにパンフレット同梱。 
２．技術開発 
加温装置（ヒートパネル等）付カセット
こんろの性能基準策定。 
加温装置付カセットこんろ販売普及促進
３．中身残留缶対策 
加温装置付カセットこんろの普及を図る
とともに、カセットボンベ破砕処理機譲
与の提案など中身残留缶の適正処理対策
について全都清と協議し、Ｈ18年度 4自
治体に破砕処理機を先行譲与。 

１．技術開発及び普及促進 
内部のガスを残さず使いきり易いカセッ
トこんろの性能基準作成及び工業会にお
ける自主基準化し、Ｈ19 年 4月生産分か
ら全数加温装置装着の義務化。 

19. 
エアゾー
ル缶 

  1．廃棄方法 
廃棄方法の課題について解決の検討（中
身排出機構の装着導入を推進など） 
2．中身残留缶適正処理対策 
費用負担を含め関係者の役割分担の明確
化、処理主体と処理設備の整備や事業者
処理可能性の検討について、協会、事業
者団体、自治体と話合いを継続的に実施
3．広報活動 
使いきり方法、排出方法、リサイクル状
況の広報。 
広報ビデオを作成し、自治体等も対象と
した基本知識の広報。 
4．資源リサイクル対応 
識別表示の検討。 
ガイドラインに基づく製品開発。 
エアゾール缶の易リサイクル設計ガイド
ラインに基づいた製品開発。 
５．在庫品等の回収 
在庫品の事業者回収を進め、安全な処理
を図る。 

１．廃棄方法（社）全国都市清掃会議と
共に、中身排出機構導入を中心とした排
出方法の検討。 
2．中身残留缶適正処理対策（社）全国都
市清掃会議と共に、中身排出機構導入、
廃エアゾール缶処理機の譲与を中心とし
た対策の検討。 
3．広報活動日本エアゾール協会ＨＰ広
報。広報ビデオ作成、配布。 
4．資源リサイクル対応小型化、中身排出
機構等を含めた易リサイクル設計ガイド
ライン改正の調整開始。 
5．在庫品等の回収製造・販売又は充填事
業者が処理業者に委託して適正処理。 

１．安全な収集・処理及びリサイクルの
ためのシステム構築のための 
（社）全国都市清掃会議との意見交換を
引き続き実施。 
２．中身排出機構の導入及び処理機の譲
与に関する検討を引き続き 
実施。 
＜検討項目＞ 
・中身排出機構の装着導入の推進につい
て 
・エアゾール缶の廃棄に係る消費者相談
窓口の充実について等 

20. 
小型ガス
ボンベ 

  広報啓発活動 
消費者に対して以下の項目について広報
啓発活動を行う。 
・残留液化石油ガスボンベの廃棄は罰則
適用されること 
・不要小型ガスボンベの購入店へ持ち込
むこと 
・購入店不明な場合は、最寄り店又はＬ
Ｐガス協会等へ 
連絡すること 

広報啓発活動 
１． 販売業者に対して以下の協力要請 
①容器の取扱いシールの添付 
②消費者から容器の廃棄を依頼された場
合、受け取り適正処理 
２．不要になった小型容器等の廃棄の取
り扱いに関して、周知リーフレット配付、
新聞広告等により広報を実施（周知リー
フレット：約 800 万枚配布新聞広告：約
80回掲載） 

広報啓発活動 
引き続き、販売事業者及び消費者に対し、
広報啓発活動を行う。 

21. 
消火器 

  1．回収・リサイクル体制の整備 
○Ｈ１8年度の回収率目標 60% 
（不用消火器発生見込み数に対する日本
消火器工業会回収率） 
○Ｈ12 年度当初約 40%であった消火器１
本当たりの再資源化率が、粉末消火薬剤
及び消火器の部品に係るリサイクル技術
を確立したことにより 100%近くに上昇 
2．不法投棄対策に係る協力 
○処理マニュアルの作成・配付 
○地方公共団体からの処分依頼時の製造
事業者による回収・処理等の推進 

1．回収・リサイクル体制の整備 
○回収率：Ｈ17年度 48%←Ｈ12 年度 27%
○Ｈ17 年度には、廃掃法に基づく一般廃
棄物の広域認定制度の対象品目に廃消火
器が追加 
○現在、消火器メーカー３社が広域認定
を取得済み、今後、他の消火器メーカー
４社についても申請を行う予定 
2．不法投棄対策に係る協力 
○処理マニュアルを作成・配布 
○地方公共団体からの処分依頼時の製造
事業者による回収・処理 

○全ての消火器メーカーにおいて、廃掃
法に基づく一般廃棄物の広域認定を取得
した後に工業会と調整を図りながら、回
収率の向上を目指す。 
○また、エコマーク消火器の普及やグリ
ーン調達制度の活用についてもあわせて
推進する。 

22. 
ぱちんこ
遊技機等 

  1．３Ｒへの設計・製造段階における配慮
①製品アセスメントの実施 
②取組状況・効果の公表 
③修理機会の長期提供のため部品の共
通・標準化 
④使用材料の種類削減、鉛使用料の削減
⑤使用材料名を統一した方法で表示 
2．マテリアルリサイクル目標 
Ｈ13年度35％､Ｈ17年度55％､Ｈ19年度
75％ 
3．流通・廃棄段階における対策 
回収・リサイクルシステムを全国エリア
で稼働、回収拠点の 
整備・拡充。 
4．技術開発の推進 
処理の容易化、再資源化、シュレッダー
ダスト減容化、不正防止規制を踏まえ部
品リユースに関する技術開発。 
5．広報啓発活動 
適正処理の啓発指導、業界のリサイクル
取組状況の広報。 

1．３Ｒへの設計・製造段階における配慮
①ＡＢＳ樹脂、合板の減量化、枠用部品
点数等を削減。 
②樹脂の種類及び鉛等環境負荷物質の使
用量の調査を実施。 
③重量が 100g 以上の樹脂製部品につい
ては材料表示を実施中。100g 以下のもの
についても可能な限り表示。 
２．マテリアルリサイクル 

ぱちんこ遊技機  回胴遊技機
Ｈ13年度実績 41.4％   － 
Ｈ14 年度実績 51.9％   62.8％ 
Ｈ15 年度実績 63.6％   64.7％ 
Ｈ16 年度実績 74.4％   69.1％ 
Ｈ17 年度実績 82.3％   87.3％ 
３．流通・廃棄段階対策 
Ｈ15 年 10 月から東京都でブロック別回
収拠点で製造事業者に引き渡される回収
システムを立ち上げ、現在はエリアを全
国に拡大。 
４．技術開発の推進 
業界広報誌又は展示会等を通じたリサイ
クル取組状況の広報を実施。 
５．広報啓発活動 
一部の部品について、リユース体制の整
備等を実施。 

・遊戯球による回胴式遊技機の回収も開
始。 
・回収システムによる離島からの回収へ
の取組。 
・回収システムによる回収率向上のため、
回収拠点の整備・拡充を進める。 
・処理の容易化、再資源化、シュレッダ
ーダスト減容化、部品リユースに関する
技術開発の推進。 
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デスクトップパソコン出荷台数：
3,266 千台 

 

ノートブックパソコン出荷台数：
6,035 千台 

 

Ｈ19 年数値 
出典：電子情報技術産業協会資料

 

事業系デスクトップパソコン 
回収台数：178,780 台 

 

事業系ノートブックパソコン 
回収台数：136,247 台 

 

家庭系デスクトップパソコン 
回収台数：123,215 台 

 

家庭系ノートブックパソコン 
回収台数：61,719 台 

 

事業系デスクトップパソコン 
資源再利用率：81.2% 

 

事業系ノートブックパソコン 
資源再利用率：60.1% 

 

家庭系デスクトップパソコン 
資源再利用率：71.2% 

 

家庭系ノートブックパソコン 
資源再利用率：47.6% 

 

23. 
パーソナ
ルコンピ
ュータ及
び周辺機
器 

Ｈ19 年数値 
出典：パソコン３Ｒ推進センター
資料 

 

1．３Ｒへの設計・製造段階での配慮 
①環境設計アセスメントの実施・実施状
況の広報 
②プラスチック等のリサイクル対策推進
③要管理物質使用削減の自主的取組 
2．廃棄段階対策 
①事業系及び家庭系ルートの整備 
②Ｈ17年度自主目標資源再利用率 60% 
3．技術開発 
素材・構造・処理方法等の技術開発 
4．広報・普及活動 
長期使用・再資源化及び家庭系パソコン
の回収・再資化のＰＲ推進 
5．リデュース取組 
アップグレードなどの取組推進 

1．３Ｒへの設計・製造段階での配慮 
①パソコン及び周辺機器主要メーカー全
社が３Ｒ設計ガイドライン適用アセスメ
ントの実施状況及び効果を JEITA のホー
ムページで公表ＰＣグリーンラベル制度
適合機種 11社１776 機種(PC) 
2．廃棄段階対策 
①事業系パソコンの回収・再資源化１7
年度実績(JEITA 加盟 44 社) 

回収台数  再資源化率 
ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ 239,250 台 75.5% 
ﾉｰﾄﾌﾞｯｸﾊﾟｿｺﾝ  147,844 台 54.3% 
ＣＲＴﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 218,683 台 77.9% 
ＬＣＤﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 66,357 台 68.2% 
ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ型本体+CRT ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの資源再
利用率 76.9% 
②家庭系パソコンの回収・再資源化回収
台数（JEITA 加盟 44 社） 
ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ 125,299 台 
ﾉｰﾄﾌﾞｯｸﾊﾟｿｺﾝ 44,215 台 
ＣＲＴﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 131,140 台 
ＬＣＤﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 30,932 台 
再資源化率品目別再資源化率は事業系と
同じ 
３．広報・普及活動 
家庭系パソコン回収開始に際し、ポスタ
ー、パンフレット、雑誌広告等でＰＲを
推進 

<環境設計アセスメント等の基準見直し> 
国際標準の動向を踏まえて環境設計アセ
スメントガイドラインの見直しを検討 
<３Ｒへの設計・製造段階での配慮> 
PC グリーンラベル基準の見直し 
<廃棄段階対策> 
CRT/LCD モニタのガラス再資源化処理の
検討 
<広報・普及活動> 
子供向パンフレットの作成、環境関連展
示会への出展 

複写機生産数量：460,479 台  
24. 
複写機 

Ｈ19 年数値 
出典：日本事務機械工業会資料 

 

1．３Ｒ対策推進 
①「製品アセスメントマニュアル作成の
ためのガイドライン」に基づく３Ｒ設計、
リサイクル材・リユース部品利用、要管
理物質の使用削減に取り組む。 
②新規開発製品の要管理物質(6物質）を
2006 年度中に全廃を目指す。また、リユ
ース製品についても部品･材料の代替を
進め、2010 年度中に全廃を目指す。 
（注：全廃とは EU の RoHS 指令に適合す
ることをいう） 
③製品アセスメントマニュアル作成のた
めのガイドライン」の見直しの実施 
2．使用済複写機の相互交換システムの拡
大 
各府県庁所在地の回収デポ設置 
3．取組の公表 
リユース・リサイクルに関する取組状況
の公表 

1．３Ｒ対策推進 
①ガイドラインに基づき、全事業者にお
いて３Ｒ設計を実施。再生プラスチック
使用量 2,600t、部品リユース量 2,530t 
と着実な成果を上げている(2004 年度実
績値)。 
②2 物質(PBB,PBDE)は全社全廃達成。全
廃未対応 4物質(Cd,Hg,Pb，Cr-VI)は順調
に削減が進んでおり 2006 年度中に全廃
見込み 
③｢製品アセスメントマニュアル作成の
ためのガイドライン｣の全面的見直しを
行い「製品アセスメントマニュアル作成
のための３Ｒ設計ガイドライン」として
2006 年 7 月に発行。 
2．使用済複写機相互交換システムの拡大
①全国 7 ヶ所の交換センター、各府県庁
所在地の回収デポ設置完了 
②月約 8,500 台の交換実績で運用定着し
た｡ 
3．取組の公表各社にてホームページ、環
境報告書、製品カタログ等にて公開 

1．３Ｒ対策推進 
①３Ｒ推進の実態調査を 7 月に実施。集
計・分析を行い、12月に報告書発行予定。 
②製品に含有するレアメタル含有情報の
実態把握について検討を行う。 
③全廃未対応 4 物質についても全廃活動
を継続する。 
2．使用済複写機の相互交換システムの拡
大 
回収機収集のさらなる効率向上のため、
四国地域を対象として、共同回収システ
ムを検討する 
3．取組の公表 
各社にて環境報告書、ＨＰなどで公表す
る。 

25. 
ガス・石
油機器 

  1．リデュース・リサイクルの設計・製造
への配慮 
①製品アセスメントの実施 
②取組状況及び効果について公表 
2．修理の機会の提供 
長期間使用促進のため、修理の機会の確
保など具体的な方策を検討 
3．回収・リサイクルシステムの推進 
「設備機器」について、市場におけるリ
サイクル実態を把握するための「定点観
測システム」調査を継続実施 

1．リデュース・リサイクルの設計・製造
への配慮 
①ガス・石油機器アセスメントガイドラ
インの実施状況と成果調査 
②工業会ＨＰ掲載 
2．修理の機会の提供 
修理相談窓口等の集中化、修理受付けの
土日対応を実施 
3．回収・リサイクルシステムの推進 
＜設備機器＞ 
販売台数・引取り（回収）台数・処理業
者への委託状況等に関する実態調査実施
＜非設備機器＞ 
廃棄時の残油・乾電池抜き取りに関する
啓発事業の展開 
全国の自治体の処理状況を把握するため
のアンケート調査の実施 
並びに自治体との意見交換の実施 

1．リデュース・リサイクルの設計・製造
での配慮「ガス・石油機器アセスメント
ガイドライン」を見直し改訂する。 

26. 
繊維製品 

  1．回収リサイクルシステムの構築 
「繊維製品 3R 推進会議」において、繊維
製品の 3R への自主的な取組の促進や共
通認識の醸成、消費者への繊維製品の 3R
の普及啓発、「繊維製品リサイクル懇談
会」の報告書で今後の課題とされた項目
について具体化に向けた検討を行う。 
2．廃棄物減量化のための対策 
繊維製品サプライチェーンにおける情報
技術の活用により、生産・流通の効率化
を通じ、中間・最終製品の不良在庫の削
減等を図る。 
3．易リサイクル・用途拡大のための技術
開発 
繊維の製造事業者、故繊維事業者等は、
再生用途開拓のための技術開発・新商品
開発を積極的に推進。 
4．連携によるリユース・リサイクルの推
進 
・一般衣料品の中におけるモデル的なリ
サイクル・ネットワークの構築。 
・PET フレークの利用を一層促進する。
5．広報・啓発活動の促進 
・リサイクル製品の普及・啓発活動を実施
・消費者に対する繊維製品の適切な排出
方法について、普及啓発を図る。 

＜回収リサイクルシステムの構築＞ 
・繊維製品のリサイクルの重要な手段の
ひとつであるウエスについて、現在の利
用実態の調査を行うのとともに、需要拡
大方策の検討を実施した。 
・Ｈ14年度に当省委託による使用済み衣
料品の回収実験を実施した百貨店は、15
年度に引き続き、16年度も自主的にスー
ツの回収に取り組んでいる。 
・日本古着小売業協同組合にて、ホーム
ページを開設。また、組合員外も対象と
した業界初の「情報交換会」を開催して
業界内の意見収集を行い、国内市場が順
調に拡大していること及び問題点を確認
した。さらに、現状把握のために、故繊
維業者へのアンケートを実施した。 
＜連携によるリユース・リサイクルの推進＞
・中古衣料の輸入禁止国である中華人民
共和国に対し、禁輸解除の働きかけ 
・日本繊維屑輸出組合において、中古衣
料の海外マーケット拡充のため、インド
ネシアにミッションを派遣 
＜広報・啓発活動の促進＞ 
・日本化学繊維協会として「エコプロダ
クツ 2005」に出展し、化合繊業界の環境
問題やリサイクルへの取組を紹介した。

・「繊維製品３R推進会議」において、各
団体より発表されたアクションプランの
フォローアップを行い、進捗状況の把握
及び公表に努める。 
・web 等を通じて業界内にて情報の共有
を図るとともに、繊維リサイクル率の向
上を目指して、意見収集と情報提供を行
う。 
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27. 
潤滑油 

  1．連携強化及び広報、啓発活動等の拡充
関係業界団体の連携を推進し、潤滑油ユ
ーザー等に対して使用済潤滑油の分別回
収及び非塩素系潤滑油への使用転換に係
る広報・啓発活動を推進。 
2．非塩素系潤滑油への転換の推進 
塩素系潤滑油について、技術代替性がな
いものを除き、非塩素系潤滑油の製造、
使用転換に向けた取組及び塩素系潤滑油
の技術代替等を推進。 
3．使用済潤滑油の分別回収の促進 
潤滑油ユーザーが塩素系潤滑油を容易に
識別して分別し、適正な処分を行うこと
ができるよう、塩素系潤滑油の製造事業
者において、容器に塩素系潤滑油である
ことを表示するラベル貼付の取り組みを
継続。 

1．連携強化及び広報、啓発活動等の拡充
潤滑油ユーザー等に対する広報・啓発活
動として、 
・潤滑油リサイクル全般に関するハンド
ブックを作成・配布。（Ｈ15 年度～） 
・使用済潤滑油の分別回収を促進のパン
フレット・ポスターを作成・配布。（Ｈ14･
15・16・17 年度改訂） 
・非塩素系潤滑油への使用転換に向けた
リーフレットを作成、配布。（Ｈ15 年度
～） 
2．非塩素系潤滑油への転換の推進 
・関係業界団体を中心に、潤滑油製造事
業者へ非塩素系潤滑油の製造拡大を依
頼、潤滑油ユーザー等への使用協力依頼
を推進。 
・金属加工油を中心とした国内生産量調
査を毎年実施し、非塩素系潤滑油と塩素
系潤滑油の数量を把握。 
＜塩素系金属加工油国内生産量の推移＞
H10年度68千kl H11年度60千kl H12
年度 49 千 kl H13 年度 35 千 kl H14 年
度 31 千 kl H15 年度 27 千 kl H16 年度
21 千 kl 
3．使用済潤滑油の分別回収の促進 
潤滑油ユーザーが塩素系潤滑油を容易に
識別できるようにＨ13 年度から塩素系
潤滑油容器へラベル貼付を実施。 

・潤滑油ユーザー調査による使用済み潤
滑油の処理実態の明確化、パンフレット
等による分別回収、非塩素系潤滑油への
転換の推進を引き続き実施。 
・非塩素系潤滑油の製造事業者の情報を
インターネット等により公表・普及。 
・表示ラベル貼付の実態調査を実施し、
未貼付企業に対して協力を要請。 
・使用済み潤滑油の分別手法を検討し、
リサイクルの効率化を図る。 

28. 
電線 

  1．回収促進のための措置 
①機器用電線、自動車用ハーネス等の回
収を促進する 
ため、家電、自動車、建築用電線等のリ
サイクル推進活動への協力方法を検討。
②シュレッダーダストからの効率的な銅
分回収技術の実用化に向けた検討。 
2．リサイクル促進のための措置 
①電線の銅、塩ビ等のプラスチック被覆
材のそれぞれについてリサイクル目標の
設定を検討。 
②電線供給、回収・リサイクルの連携シ
ステムについて LCA 的観点から環境影響
低減について検討するとともに、リサイ
クル技術の開発を推進する。 
③リサイクルしやすい電線の設計やプラ
スチック被覆材の材質表示の可能性につ
いて検討。 
④廃電線塩ビ被覆材の鉛除去技術につい
て実用化検討 

1．回収促進のための措置 
①電線ユーザー及び非鉄金属回収業団体
等の有識者を 
集めた電線リサイクルに対する意見交換
会を開催。 
②電線ユーザー業界（自動車、家電）に
おける電線 
リサイクルの現状や関心事項等の調査を
実施。 
2. リサイクル促進のための措置 
＜Ｈ14年度＞ 
①被覆材廃棄物の実態を調査し、実効的
で効率的なモデル循環システムの検討を
実施。 
②自動車・家電製品等に組み込まれてい
る電線・ケーブルのリサイクルの実態を
調査。 
＜Ｈ17 年度＞①鉛除去技術の前年度調
査を踏まえ実用化に向けた実験、検討を
実施。②電線ケーブルの３Ｒ化検討のた
め「３Ｒシステム化可能性調査研究」を
行い、廃電線の実態、リサイクルし易い
電線・ケーブルを検討。 

1.回収促進のための措置廃電線、リサイ
クル率向上策の具体項目として以下を追
加 
①選別・分別技術の確立、実用化（ＪＥ
ＣＴＥＣ） 
②材質表示の実施（例：ＰＥ／ＰＶＣ等
の表示） 
③ビニール中鉛の除去技術の確立（ＪＥ
ＣＴＥＣ） 
2.リサイクル促進のための措置材料中の
鉛除去技術の課題及び実用化について引
き続き調査・検討。 

29. 
建設資材 

  1．木質系建材 
①第二次環境宣言達成に向けた努力・廃
棄物の減量化 10%(2004 年基準で 2010 年
迄)・建設解体廃木材の利用率向上：62%
2.窯業系建材 
①副生石膏と回収石膏の石膏原料利用
率：約 60%の維持・向上（石膏ボード）
②外壁の耐久性向上のための指導等の実
施（窯業系サイディング） 
③広域再生利用指定制度等による回収リ
サイクル（石膏ボード、窯業系サイディ
ング、ALC パネル、グラスウール、ロッ
クウール） 
3.プラスチック建材 
①マテリアルリサイクル率目標：Ｈ22 年
度 70%を達成するため、受入拠点の拡充
等を実施（塩ﾋ管･継手） 
②リサイクルに向け、他業界を交えて意
見交換を実施（塩ビサッシ） 
③リサイクルの対象拡大（塩ビ製雨樋、
塩ビ製壁紙） 
4.金属系建材 
①易リサイクル化に向けた検討（金属系
外装材） 
②難解体性建材のリサイクルに向け調査
研究実施（アルミ建材） 
5.その他（畳） 
①廃材の原料投入への検討 

1.木質系建材 
①廃棄物の減量化：51.9%低減（1998 年
基準で 2005 年実績） 
②建設解体廃木材の利用率向上：61.0%
（2005 年実績） 
2.窯業系建材 
①ガラスくずの原料投入率が 87.6%（Ｈ
17 年度実績）で過去最大（グラスウール）
②易解体が可能な乾式工法普及率がほぼ
100%達成（ＡＬＣパネル） 
③工法等施工面から長寿命化に向けた取
組みとその普及（窯業系サイディング）
④広域再生利用指定制度等による回収リ
サイクルを推進（石膏ボード、窯業系サ
イディング、ALC パネル等） 
3.プラスチック建材 
①様々な取組の結果、マテリアルリサイ
クル率は 60.5%まで向上（Ｈ17 年度実績
（塩ビ管・継手）） 
②リサイクル実験を踏まえて、具体的な
リサイクルシステムモデルの検討（塩ビ
サッシ） 
③廃材の他用途向け（化学原料）実験に
着手（塩ﾋﾞ壁紙） 
4.金属系建材 
①難解体性建材の破砕実験の実施（アル
ミ建材） 
5.その他（畳） 
①廃材の原料投入への実施及び端材回収

1.木質系建材 
①第二次環境宣言の達成に向け、努力し
ていく 
2.窯業系建材 
①製品の長寿命化等へ向け、施工技術者
に対する講習会や実技教育を推進する
（窯業系サイディング） 
②認定制度等を活用し、より良いリサイ
クルシステムの構築を目指す（窯業系サ
イディング、グラスウール他） 
3.プラスチック建材 
①リサイクル目標率達成に向け、使用済
み塩ﾋﾞ管･継手の受入拠点の拡充等を実
施（塩ﾋﾞ管･継手） 
②リサイクルモデルの運用開始に向け、
取り組んでいく（塩ビサッシ） 
③長寿命化製品や易リサイクル製品の投
入（塩ビサッシ、塩ビ床材、塩ビ壁紙） 
4.金属系建材①金属と芯材を分離しない
方法で、リサイクルのシミュレーション
を実施（金属サイディング） 
5.その他（畳）①廃材の原料投入への検
討 

システムバス出荷台数：1,555 千台
 

ステンレス槽出荷台数：37 千台  

30. 
浴槽及び
浴室ユニ
ット 

Ｈ19 年数値 
出典：キッチン・バス工業会資料

 

1.リデュース・リユース・リサイクルに
配慮した設計を進めるための製品アセス
メントマニュアルをＨ13年 6月に発行。
各事業者において、このマニュアルに基
づき製品アセスメントを実施 
2.各事業者において実施した３Ｒの成果
を「事例集」として発行 
3.委員会会員会社において分別の為の表
示方法及び解体時の部品取り外し方法の
情報提供の検討を行い、浴室ユニット３
Ｒ推進委員会において審議し、実施。 
＊浴室ユニットに組み込む部品のうち、
水栓金具・シャワーホース・換気扇・照
明器具・バステレビ・バスオーディオ・
窓等については、該当する業界団体にお
いてアセスメントを推進・検討中 

1.Ｈ17 年 12 月、浴室ユニット「製品ア
セスメントマニュアル」第三版を作成。
2.Ｈ16 年 11 月、浴室ユニット製品アセ
スメント実施のための判断基準を統一
化。 
3.Ｈ16 年度アセスメント実施状況調査
を実施、Ｈ17 年 7月「浴室ユニット３Ｒ
事例集（第二版）」として発行。Ｈ17 年
度製品アセスメント実施状況調査を実
施、取りまとめ。 
4.キッチン・バス工業会ホームページ及
び浴室ユニット工業会ホームページに各
種情報を掲載。 

1.Ｈ17 年度３Ｒ事例調査を実施、現在取
りまとめ中。 
2.資源有効利用促進、廃棄時材料確認等
のための材料情報の内容及び提供方法に
つき継続的に検討。 
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 生産量・使用量等及び動向 前年比 ガイドラインの概要 ３Ｒの取組の進捗状況 今後の措置 

システムキッチン出荷台数： 
1273 千台 

 
31. 
システム
キッチン Ｈ19 年数値 

出典：キッチン・バス工業会資料
 

1.３Ｒ配慮設計推進のため、「システムキ
ッチン・浴室ユニット製品アセスメント
普及資料」をとりまとめ、各事業者にお
いて製品アセスメントを実施する。また、
取組状況・効果について、会報・ホーム
ページ等で公表する。 
2.資源の有効な利用を促進するための表
示方法について、業界指針により表示の
推進を図る。 
＊組み込み機器、木質材料については、
適用除外とする。 

1.人造（人工）大理石天板のより具体的
な材質表示方法（例）を作成、Ｈ17年 10
月 1 日より実施、会員配布・工業会ホー
ムページ公表。天板材質表示関連調査を
実施。 
2.システムキッチン「製品アセスメント
マニュアル（第二版）」をＨ17 年 12 月に
発行。 
3.システムキッチンのリサイクル容易設
計に資するため、「システムキッチン３Ｒ
事例集（第二版）」をＨ18 年 6月に発行、
会員配布・工業会ホームページ公表。 
4.Ｈ17 年度の製品アセスメント実施状
況調査を実施、Ｈ18年 8月工業会ホーム
ページ公表。 

1.Ｈ18 年 4月発行の「システムキッチン
３Ｒ事例集（第二版）」の充実を図るため
新たな事例収集を実施。 
2.天板・シンク一体化の人造（人工）大
理石天板について、材質表示のあり方を
検討。 

本体回収台数：6,443 千台  

電池回収台数：7,198 千台  

充電器回収台数：3,706 千台  

Ｈ19 年数値 
出典：モバイル・リサイクル・ネ
ットワーク資料 

 

移動体端末機器生産台数： 
51,531 千台 

 

32. 
携 帯 電
話・ＰＨ
Ｓ 

Ｈ19 年数値 
出典：情報通信ネットワーク産業
協会資料 

 

1.使用済端末の回収・リサイクル 
①専売店約 8,700 店舗における回収実施
②無償回収実施店舗を示す統一ステッカ
ーの表示 
③認知度向上に向けた周知・啓発活動 
④適切な個人情報保護施策の推進 
⑤2 次利用が高まっている実態調査結果
を基に、回収・リサイクル目標値に相応
しい指標と算出方法についてＨ18 年度
を目途に検討する。 
2．製品環境アセスメントの実施 
3．小形二次電池使用機器としての取組
①取り外しの容易化、機器本体及び説明
書への小形二次電池使用機器であること
の表示の徹底 
②電池負荷の少ない製品開発 
③設計・製造での取組状況を公表する方
策検討 

1.使用済端末の回収・リサイクル 
Ｈ17 年度実績｢モバイル・リサイクル・
ネットワーク(MRN)｣ 
(回収台数) (回収重量) 
本体 7,444 千台 662ｔ 
電池 6,575 千台 132ｔ 
充電器 3,587 千台 259ｔ 
回収店舗は、約 9,300 店舗（H18.3 月時
点）に拡大 
2．製品アセスメントの実施 
製品環境アセスメントガイドライン（Ｈ
16.2 月第 2 版）の全項目を実施し、3R
を積極的に取り組んだ成果を確認し、WEB
上でその主要項目の進捗状況を公表 
3．小形二次電池使用機器としての取組
製品環境アセスメントガイドライン
（H16.2 月第 2 版）に基づき、取り外し
容易化、省電力化を考慮した製品設計の
成果を製品アセスメント評価項目で確認

1.使用済端末の回収・リサイクル 
①MRN の認知度向上を更に図るために、
自治体等にも周知協力の要請を推進 
②最近、端末機能の高度化による使用済
端末の 2 次利用が高まっているので、リ
サイクル処理状況を勘案しながら、回
収・リサイクル目標値として相応しい指
標及び算出方法について、Ｈ18年を目途
に策定 
2．製品環境アセスメントの実施 
3．小形二次電池使用機器としての取組設
計・製造での取組状況を製品環境アセス
メントの評価報告の中に盛り込んで、Ｈ
18年度を目途として公表 

蛍光ランプ生産量：917,610 千個  

蛍光ランプ販売量：859,750 千個  

33. 
蛍光管等 

Ｈ19 年数値 
出典：日本電球工業会資料 

 

1.「ランプ及び安定器・製品アセスメン
トマニュアル」（Ｈ14 年 7 月改正）に基
づいた製品アセスメントを実施 
・３R に配慮した設計を進め、蛍光ラン
プの小形化、長寿命化、水銀使用量の減
量化を更に進める。 
2.自治体による回収・リサイクルの支援
等 
①（社）日本電球工業会内のリサイクル
相談窓口を通じ、使用済蛍光管の処理に
関する一般消費者や自治体からの問い合
わせに対応する。 
②リサイクル事業者に対して製造者の立
場からの情報を提供する。 
3．小形高効率の蛍光ランプの普及促進を
はかり、一層の省エネルギー化を促進す
る 

1．製品アセスメントの推進 
・電球形蛍光ランプの大きさを白熱電球
と同等に小型化 
・普及率の高い従来形の環形蛍光ランプ
３品種も寿命延長 
Ｈ18 年 9月に 9,000 時間→12,000 時間
2．自治体による回収・リサイクルの支援
等 
・廃蛍光ランプの取り扱いに関する問い
合わせに適正に対応するとともに自治
体・大学及び非営利団体での蛍光ランプ
の回収リサイクルに関する研究会並びに
啓発活動に参画して、製造業者の立場か
らの協力支援を実施（Ｈ17 年末～） 
3．省エネルギー化の促進 
・電球形蛍光ランプの品種拡充を背景に、
この省電力光源の普及促進ＰＲ活動実施

1.技術・製造面での開発 
・水銀を始めとする代替材料が困難な要
管理物質の使用量制限のガイドライン作
成に取り組む。 
・小形・高効率化、長寿命化開発を引き
続き継続する。 
2．自治体による回収・リサイクルの支援
等 
・自治体、処理業者及び一般使用者から
の問い合わせに継続対応するとともに必
要に応じてＱ＆Ａのレベルアップ改正を
行う。 
3．省エネルギー化の促進 
・「あかりの日」（10 月 21 日）の行事を
主体として、高効率･長寿命を特長とした
電球形蛍光ランプや高周波専用形蛍光ラ
ンプの有用性をＰＲし普及促進 

34. 
自動販売
機 

  1.リデュース・リユース・リサイクル対
策の推進 
①「製品アセスメントガイドライン」（Ｈ
16 年 3 月最終改正。）に基づき、設計段
階での製品アセスメント（有害物質の削
減を含む）の実施を促進。また、リデュ
ース・リユースに配慮した機器設計を行
うため、同ガイドラインの見直しを検討
②リデュース・リユースの促進を図るた
め、自動販売機本体の構造改善による長
寿命化、素材や部品の標準化・モジュー
ル化、分解容易性の向上等を推進 
③プラスチックの使用用途及び種類を
調査し、種類数の削減、材質表示を検討
④「自販機の適正廃棄マニュアル」に基
づき、リサイクルの向上とフロン回収等
の適正処理を引続き推進 
２．技術開発の推進使用済自販機の素
材、部品に関して、リユース・リサイク
ルの促進に繋がる様な技術開発を推進 
３．取組の公表業界のリデュース・リユ
ース・リサイクルに関する取組状況を公
表、関係者へ啓発・ＰＲを行う。 

①自販機メーカー各社のＨ17 年度の開
発製品における製品アセスメント実施状
況を調査した。 
②日本自動販売機工業会技術委員会製品
アセスメントＷＧにおける検討の結果、
オーバーホール時における使用済部品リ
ユースに関する取り組みを進めることと
した。 
③製品設計時に配慮すべきアップグレー
ド性、部品の交換用容易性について検討
中。 
④主要プラスチック製部品(電照版等)を
効率的にマテリアルリサイクルさせるた
め、製品アセスメントガイドラインに分
解容易性等の評価項目を入れた。 

①製品アセスメント実施状況を工業会ホ
ームページに公開する。 
②ライフサイクルオプションを実現する
製品づくりを浸透させ、また、開発者の
3Rに対する認識が高まるように、製品設
計時に考慮すべきライフサイクルオプシ
ョンの適用条件等を製品アセスメントガ
イドラインに追加する。 
③主要プラスチックの材質表示の徹底と
取り出し容易性(分解容易性)、洗浄容易
性などをガイドラインに示しリサイクル
の促進を図っているが、その成果を評価
する方法を検討する。 
④製品アセスメントガイドラインで示さ
れている、環境影響化学物質の各社指定
物質を集計し、工業会として要管理物質
を定めて使用状況を把握する。 

35. 
レンズ付
きフィル
ム 

  1．リデュース・リユース・リサイクル対
策の推進 
リユース・リサイクルに関する取組を推
進するとともに、商品企画・設計段階か
ら、省資源化（リデュース）し、リユー
ス・リサイクル容易な設計を行う。 
2．回収の促進 
現像所等の協力者を増加させ、より確実
なシステムを構築する。 

1.回収キャンペーンの実施 
(1)登録店に対しては、メーカーが分別手
数料を支払うなどの店毎の協力者増加を
狙った回収キャンペーン実施 
(2)メーカー間の交換プログラムの実施。
2.各種啓発活動 
3.設計面でのアセスメントの実施 
(1)易分解構造設計・環境配慮設計。 
(2)使用材料の統一（共通部品化）。 
(3)省資源設計（コンパクト化）。（具体
例）・リサイクル時には易分解、フィルム
が入っている状態では難分解。・ユニット
化。・ボディ組立には、ネジや接着剤を使
用していない。 
(4)リユース部品率のアップ、リサイクル
材料の製品への再投入率のアップ 
4.詰替え品への対応 
(1)現像戻り詰替え品の調査 
(2)詰め替え業者に対する法的措置 
(3)外装容器に「エコリーフ」タイプⅢの
公開、「日本製」の記載 

ガイドライン項目に則った取組を引き続
き実施。 
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表1.2 品目別の数値目標等の状況 

 
生産量・使用量等及び動向 

（特に記載がない場合はH19年数値） 
リサイクルガイドライン 

数値目標 
実施
状況

現状 技術開発等 

1.紙 紙生産量：19,192千トン 
板紙生産量：12,074千トン 
古紙消費量：19,314千トン 
パルプ消費量：12,176千トン 
出典：（財）古紙再生促進センター資料 

H22年度古紙利用率62%達成 
飲料用紙容器：1%軽量化 
その他紙製容器包装：2%削減（重量ベース） 
段ボール容器包装：1%軽量化（1㎡あたり） 
（H22年度目標：H16年度比） 

◎

古紙利用率：61.4%(H19) 
古紙回収率：74.5%(H19) 

 

2. 
ガラスびん 

ガラスびん生産量：1,433千トン 
カレット利用量：1,371千トン 
出典：ガラスびんリサイクル促進協議会資料 

H22年度カレット利用率91%の達成 
2004年比で2010年までに1本あたり1.5%軽量化 ◎

カレット利用率：95.6%  

3. 
スチール缶 

スチール缶消費重量：834千トン 
スチール缶再資源化量：710千トン 
出典：スチール缶リサイクル協会資料 

スチール缶リサイクル率85%以上 
薄肉化・軽量化（H22年度にH16年度実績比2%の軽
量化） 

◎
リサイクル率：85.1%  

4. 
アルミ缶 

アルミ缶消費重量：279千トン 
アルミ缶再生利用重量：301千トン 
出典：アルミ缶リサイクル協会資料 

リサイクル率85%以上を維持 
自治体ルート以外での回収について、H22年度まで
に回収割合50%以上 
H22年度までにH16年度実績比1%の軽量化 
缶材への再生資源利用率をH18年度に55%以上に 

◎

リサイクル率：92.7% 
CAN TO CAN率：62.7% 

薄肉化、軽量化によるリデュースを促進 

PETボトル販売量：573千トン 
PETボトル収集量：397千トン 
出典：PETボトル推進協議会資料 

飲料用・しょうゆ用ペットボトルの回収率80%以上
（H26年度まで） △

PETボトル回収率：69.2%(H19) 

発泡スチロール出荷量：182千トン 
回収対象量：165千トン 
出典：発泡スチロール再資源化協会資料 

発泡スチロール製魚箱及び同家電製品梱包材（EPS）
等のリサイクル率 75%（※サーマルを含む）達成
（H22年度まで） 

◎

発泡スチロールリサイクル率：
80.9% 

5. 
プラスチック 

塩ビ管・継手排出量：36千トン 
塩ビ管・継手リサイクル量：21千トン 
出典：塩化ビニル管・継手協会資料 

農業用塩化ビニルフィルムリサイクル率70%（※サ
ーマルを含む）達成（H18年度） 
塩ビ製管・継手のリサイクル率70%達成（H22年度
まで） 

△

塩ビ管・継手リサイクル率：60% 

FRP製品をセメント原・燃料として利用
する技術開発 

6. 
自動車 

使用済み自動車引取台数：3,709千台 
出典：自動車リサイクル促進センター資料 

使用済自動車のリサイクル率85%以上、H27年以降
は95%以上 
鉛使用量（バッテリーを除く）を H18 年 1 月以降
H8年比の概ね10分の1以下 
水銀使用（一部を除き）をH17年1月以降、 
六価クロム使用をH20年1月以降、カドミウム使用
をH19年1月以降禁止 

◎

フロン処理台数：2,662千台 
エアバッグ処理台数：1,002千台 
ASR処理台数：3,681千台 
リサイクル率：90%以上 

環境負荷物質削減(鉛、水銀、６価クロ
ム、カドミウム)（H17年、乗用車36モ
デル中29モデルで鉛の使用をH7年比の
1/10達成、また、H17年1月以降、全て
の新型モデルで達成済み） 

7. 
オートバイ 

廃棄二輪車引取台数：3,313台 
出典：自動車リサイクル促進センター資料 

新型車リサイクル可能率目標90%以上 
新型車の鉛使用量（バッテリーを除く）をH18年1
月以降60g以下（210kg車重量） 
水銀使用量を H16 年以降、六価クロム資料を H20
年1月以降、カドミウム使用をH19年1月以降禁止 
全オートバイリサイクル率目標：85%以上 
H27 年度以降は全オートバイリサイクル率目標：
95%以上 

○

リサイクル率：84.9% 
 

信頼性の高い仕組みへの排出を希望す
る自治体や事業者に対し、より利用しや
すい仕組みとなるよう大量排出車輌の
受入れシステムの構築を検討 

8. 
タイヤ 

廃タイヤ発生量：1,064千トン 
出典：日本自動車タイヤ協会資料 

H17年までにリサイクル率を90%以上に向上 
○

リサイクル率：89% 
 

ゴム粉の利用、再生ゴムの利用、化学分
解生成物の利用等の用途拡大を図るた
めの技術開発を推進 
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生産量・使用量等及び動向 

（特に記載がない場合はH19年数値） 
リサイクルガイドライン 

数値目標 
実施
状況

現状 技術開発等 

9. 
自転車 

自転車保有台数：69,583千台 
国内向け(生産＋輸入)完成車数量：10,739千台 
出典：自転車協会資料 
廃棄自転車：711.2万台 
出典：平成19年度不要自転車の回収処理及び再資源
化に関する調査報告書((財)自転車産業振興協会) 

2.リサイクルの推進 H13 年度に設定したリサイク
ル可能率の目標値67%の達成を図る。 

◎

国内再資源化率：71% 
 

３Ｒ配慮設計に基づく長寿命化設計さ
れた部品の利用を拡大し、自転車のロン
グライフ化を推進。 
環境配慮型製品に関する技術研究開発
を推進 

10. 
家電製品 

指定引取場所での引取台数 
エアコン：1,890千台 
テレビ：4,613千台 
冷蔵庫・冷凍庫：2,725千台 
洗濯機：2,884千台 
出典：家電製品協会資料 

家電リサイクル法の再商品化率（エアコン：60%、
ブラウン管テレビ：55%、冷蔵庫・冷凍庫：50%、洗
濯機：50%）以上の再商品化を目指す 
※なお平成21年度より、再商品化率の基準はエア
コン：70%、冷蔵庫・冷凍庫：60%、洗濯機：65%（衣
類乾燥機を追加）、液晶テレビ・プラズマテレビ（追
加）：50%に設定、ブラウン管テレビは据え置き 

◎

再商品化率 
エアコン：87% 
テレビ：86% 
冷蔵庫・冷凍庫：73% 
洗濯機：82% 

 

11. 
スプリングマ
ットレス 

ベッド類生産量：1,188千台 
出典：全日本ベッド工業会資料 

 
 

 合理的な回収・リサイクルシステムの構
築に向けての検討 

12. 
オフィス家具 

  
 

  

13. 
カーペット 

年間生産量：177,937t(H17) 製造工程における発生くず類の H18 年度中に H13
年度排出量対比20%の減量化 

◎

カーペット製造工程における廃棄物
量：H17年度（H16年度） 
年間生産量177,937t（177,052t） 
廃棄物量8,718t（9,319t） 
発生率4.9%（5.3%） 
削減率（13年度比）20.8%（14.3%）

 

14. 
布団 

 製造工程の原材料くず発生率をH13年度の約4.5％
から4％以下へ、詰めもの（中わた）の原材料くず
再生利用率をH13年度の約50％から60％以上に 

◎

原材料くずの発生率 
ふとん生地：1.4％、詰めもの：3.8％
詰めもの原材料くずの再生利用率：
75.7％ 

 

15. 
乾電池・ボタ
ン電池 

一次電池販売数量：4,317百万個 
出典：電池工業会資料 

 
 

  

16. 
小形二次電池
等 

二次電池販売数量：1,798,073千個 
出典：電池工業会資料 

再資源化率 
小形制御弁式（小形シール）鉛蓄電池50% 
ニカド電池60% 
ニッケル水素電池55% 
リチウム二次電池30% 

◎

再資源化率(H17年度実績） 
小形制御弁式鉛蓄電池51% 
ニカド電池73% 
ニッケル水素電池77% 
リチウム二次電池58% 
(モバイル・リサイクル・ネットワーク)
リチウム二次電池65% 

機器の連続使用時間の延長に向けて、小
形二次電池の特性を考慮した高効率型
の製品を引き続き開発 

17. 
自動車用鉛蓄
電池及び二輪
車用鉛蓄電池 

  

 

  

18. 
カセットボン
ベ 

  
 

 カセットボンベ内部のガスを残さず使
いきり易いカセットこんろの性能基準
を作成し、工業会自主基準化を目指す。 
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生産量・使用量等及び動向 

（特に記載がない場合はH19年数値） 
リサイクルガイドライン 

数値目標 
実施
状況

現状 技術開発等 

19. 
エアゾール缶 

  
 

  

20. 
小型ガスボン
ベ 

  
 

  

21. 
消火器 

 H１8年度の回収率目標60% 
（不用消火器発生見込み数に対する日本消火器工
業会回収率） 
 

 

回収率：H17年度48%←H12年度27%
H12 年度当初約 40%であった消火器
１本当たりの再資源化率が、粉末消
火薬剤及び消火器の部品に係るリサ
イクル技術を確立したことにより
100%近くに上昇 

 

22. 
ぱちんこ遊技
機等 

 マテリアルリサイクル目標率 
ばちんこ遊技機 
H17年度55%、H19年度75% 
回胴遊技機 
H17年度55%、H19年度75% 

◎

マテリアルリサイクル 
ぱちんこ遊技機  回胴遊技機 
H13年度実績 41.4％   － 
H14年度実績51.9％  62.8％ 
H15年度実績63.6％  64.7％ 
H16年度実績74.4％  69.1％ 
H17年度実績82.3％  87.3％ 

 

23. 
パーソナルコ
ンピュータ及
び周辺機器 

ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ出荷台数：3,266千台 
ﾉｰﾄﾌﾞｯｸﾊﾟｿｺﾝ出荷台数：6,035千台 
出典：電子情報技術産業協会資料 
事業系ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ回収台数：178,780台 
事業系ﾉｰﾄﾌﾞｯｸﾊﾟｿｺﾝ回収台数：136,247台 
家庭系ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ回収台数：123,215台 
家庭系ﾉｰﾄﾌﾞｯｸﾊﾟｿｺﾝ回収台数：61,719台 
出典：パソコン３Ｒ推進センター資料 

H17年度自主目標資源再利用率（パソコン本体、キ
ーボード、ＣＲＴディスプレイから構成されるパソ
コン）60% 

◎

事業系 
ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ資源再利用率：81.2%
ﾉｰﾄﾌﾞｯｸﾊﾟｿｺﾝ資源再利用率：60.1%
家庭系 
ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ資源再利用率：71.2%
ﾉｰﾄﾌﾞｯｸﾊﾟｿｺﾝ資源再利用率：47.6%
H17年度の資源再利用率実績：76.9%

CRT/LCD モニタのガラス再資源化処理
開発の検討 

24. 
複写機 

複写機生産数量：460,479台 
出典：日本事務機械工業会資料 

新規開発製品の要管理物質(6物質）を2006年度中
に全廃を目指す。 
リユース製品についても部品･材料の代替を進め、
2010年度中に全廃を目指す。 

 再生プラスチック使用量2,600t、部
品リユース量 2,530t(H16 年度実績
値)。 
2 物質(PBB,PBDE)は全社全廃達成。
全廃未対応4物質(Cd,Hg,Pb，Cr-VI)
は順調に削減が進み 2006 年度中に
全廃見込み 

 

25. 
ガス・石油機
器 

  
 

設備機器対象品目（ガスふろがま、
ガス大型給湯器、石油給湯器）のリ
サイクル率は9割前後と推計 

 

26. 
繊維製品 

  
 

  

27. 
潤滑油 

  

 

塩素系金属加工油国内生産量の推移
H10年度68千kl H11年度60千kl
H12年度49千kl H13年度35千kl
H14年度31千kl H15年度27千kl
H16年度21千kl 

塩素系潤滑油（塩素を含有する添加剤使
用の潤滑油）について、技術的代替性が
ないもの等を除き、非塩素系潤滑油の製
造及び使用転換に向けた取組みを引き
続き推進するとともに、塩素系潤滑油の
技術代替等を進める 
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生産量・使用量等及び動向 

（特に記載がない場合はH19年数値） 
リサイクルガイドライン 

数値目標 
実施
状況

現状 技術開発等 

28. 
電線 

  

 

 廃電線、リサイクル率向上策の具体項目
として以下を追加 
選別・分別技術の確立、実用化（JECTEC） 
材質表示の実施（例：PE/PVC等の表示） 
ビニール中鉛の除去技術の確立
（JECTEC） 

木質系建材 
第二次環境宣言達成に向けた努力・廃棄物の減量化
10%(2004年基準で2010年迄) 
建設解体廃木材の利用率向上：62% 
 

 

木質系建材 
廃棄物の減量化：51.9%低減（1998
年基準で2005年実績） 
建設解体廃木材の利用率向上：
61.0%（2005年実績） 

窯業系建材 
副生石膏と回収石膏の石膏原料利用率：約60%の維
持・向上（石膏ボード） 
工場で発生する端材のリサイクル率100%の維持 

◎

窯業系建材 
石膏原料用リサイクル率：70%（H17
年度実績） 
工場で発生する端材のリサイクル
率：100% 

29. 
建設資材 

 

プラスチック建材 
マテリアルリサイクル率目標：H22年度70%を達成
するため、受入拠点の拡充等を実施（塩ﾋ管･継手） 

 
プラスチック建材 
マテリアルリサイクル率 60.5%まで
向上（H17年度実績（塩ビ管・継手））

 

30. 
浴槽及び浴室
ユニット 

システムバス出荷台数：1,555千台 
ステンレス槽出荷台数：37千台 
出典：キッチン・バス工業会資料 

 
 

  

31. 
システムキッ
チン 

システムキッチン出荷台数：1273千台 
出典：キッチン・バス工業会資料 

 
 

  

32. 
携帯電話・Ｐ
ＨＳ 

本体回収台数：6,443千台 
電池回収台数：7,198千台 
充電器回収台数：3,706千台 
出典：モバイル・リサイクル・ネットワーク資料 
移動体端末機器生産台数：51,531千台 
出典：情報通信ネットワーク産業協会資料 

    

33. 
蛍光管等 

蛍光ランプ生産量：917,610千個 
蛍光ランプ販売量：859,750千個 
出典：日本電球工業会資料 

   蛍光ランプの水銀減量の目標値（最少水
銀封入量）をガイドラインとして設定
し、水銀量減量の指針とする 

34. 
自動販売機 

     

35. 
レンズ付きフ
ィルム 
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（2）今後講じる予定の措置 

平成 18 年 10 月に取りまとめられたフォローアップの結果において、今後講じる

予定の措置として、技術開発等の要素として示されているものを以下に整理する。 

 

①技術開発・環境配慮設計等 

◆アルミ缶  

・さらなる薄肉化、軽量化によるリデュースを促進する。 

◆プラスチック 

・FRP 製品をセメント原燃料として利用する技術を開発する。 

◆タイヤ 

・ゴム粉の利用、再生ゴムの利用、化学分解生成物の利用等の用途拡大を図るた

めの技術開発を推進する。 

◆自転車 

・３Ｒ配慮設計に基づく長寿命化設計された部品の利用を拡大し、自転車のロン

グライフ化を推進する。環境配慮型製品に関する技術研究開発を推進する。 

◆小形二次電池等 

・使用機器の連続使用時間の延長に向けて、小形二次電池の特性を考慮した高効

率型の製品を引き続き開発する。  

◆カセットボンベ 

・製造業者において、カセットボンベの内部のガスを残さず使いきり易いカセッ

トこんろの性能基準を作成し、工業会の自主基準化を目指す。 

◆パーソナルコンピュータ及び周辺機器 

・CRT/LCD モニタのガラス再資源化処理技術の開発を検討する。  

◆潤滑油 

・塩素系潤滑油（塩素を含有する添加剤使用の潤滑油）について、技術的代替性

がないもの等を除き、非塩素系潤滑油の製造及び使用転換に向けた取組みを引

き続き推進するとともに、塩素系潤滑油の技術代替等を進める。 

◆電線 

・廃電線、リサイクル率向上策として「選別・分別技術の確立、実用化」、「材質

表示の実施（例：PE/PVC 等の表示）」、「ビニール中鉛の除去技術の確立」を目

指す。 

◆建設資材【窯業系建材】 

・製品の長寿命化等へ向け、施工技術者に対する講習会や実技教育を推進する。 

◆蛍光管等  



 

 18

・水銀を始めとする代替材料が困難な要管理物質の使用量制限のガイドライン作

成に取り組む。 

・小形化、高効率化及び長寿命化のための開発を引き続き実施する。 

◆自動販売機 

・ライフサイクルを視野に入れた製品づくりを浸透させ、また、開発者の３Ｒに

対する認識を高めるために、製品設計時に考慮すべきライフサイクルの適用条

件等を製品アセスメントガイドラインに追加する。 

・主要プラスチックの材質表示の徹底、取り出し容易性（分解容易性）、洗浄容易

性等をガイドラインに示しリサイクルの促進を図っているところ、その成果を

評価する方法を検討する。 

・日本自動販売機工業会として要管理物質を定めて、その使用状況を把握する。 

 

②新たな回収・リサイクルシステムの構築 

◆小形二次電池等 

・回収量の向上に向けて、既に取得した産業廃棄物についての廃棄物処理法の広

域認定に基づき、事業系回収拠点の増加に努める。特に大手ユーザー（公共機

関、鉄道、運輸、電力、ガス等の事業者）に協力を求め、事業系回収拠点の増

加に努める。 

・リサイクル協力店について、全国展開している知名度の高い協力店の再構築を

進める。 

◆オートバイ 

・車輌の引渡しに当たり信頼性の高いシステムを希望する自治体や事業者にとっ

てより利用しやすいシステムとするよう、大量に排出される車輌の受入システ

ムの構築を検討する。  

◆スプリングマットレス 

・合理的な回収・リサイクルシステムの構築に向けての検討を行う。 
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1.2 ガイドライン対象品目に関するリサイクル技術開発等の要素  

品目別廃棄物処理・リサイクルガイドラインの対象となっている 35 品目を中心に、

これまでのフォローアップ結果資料等をもとに「リサイクルを中心とした３Ｒ技術開

発等の必要性」について有識者にヒアリング調査を行った。後段「2. FS 調査事業実

施対象案件の審査及び評価」に記載した FS 調査事業テーマの今後の選定の参考とす

べく、ヒアリング調査結果を以下のとおり整理した。 

 

（1）リサイクル技術開発等の必要性について（全般）  

・希少資源を含めて様々な素材から構成される品目、また、既に個別リサイクル法

の対象となっているような品目（例えば、家電製品（エアコン、ブラウン管テレ

ビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機）や自動車等）を除くと、素材構成が単純な製品を

中心に如何に対象品目を効率的にリサイクル拠点に集めるかと言った社会シス

テム作りに重点が移るため、ガイドラインの対象品目に限れば、純粋なリサイク

ル技術開発といったニーズは徐々にではあるが減じる方向にある。  

・ただし、レアメタル等の希少資源の確保や都市鉱山の将来的な活用の可能性を考

えた場合、希少資源を含めて様々な素材から構成される品目については、（既に

技術開発に向けた取り組みが行われているものもあるが）リサイクル技術開発の

重要性は依然として高い。 

 

・プラスチックについては、自治体毎、あるいは事業者毎にいろいろな分別や処理・

リサイクル手法が採られているが、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、

サーマルリサイクル等の手法の優先順位付け（方向付け）が行われれば、それに

伴って新たな解体・分別技術やリサイクル技術の開発を進める必要が出てくるの

ではないか。 

 

・建設資材や対象品目中に使われているベースメタル等、市場の中で大量に使われ

ている製品・素材については、既に一定のリサイクルループが構築されているが、

リサイクルすることにより不純物を徐々に蓄積する傾向がある。 

・このため、長期的な製品・素材の品質劣化対応技術・寿命予測技術や化学物質の

リスク管理といった観点からの技術開発のニーズは高まる。 

 

・製品ライフサイクルの最終段階で適されるリサイクル技術ではなく、使用済み製

品が回収される前の発生場所に近いところでの適正な解体・分別技術の開発につ

いては非常にニーズが高いと思われる。 
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・このため、使用済み製品の発生現場で簡易に素材を特定し（例えば、プラスチッ

ク類等）、含有化学物質を分析する等の分析・センサー技術の開発推進も重要と

なる。 

 

（2）必要となる具体のリサイクル技術開発要素 

◆ガラスびん 

・リターナブルびん、リユースびん、ワンウェイびん等の自動分別技術 

・リターナブルびん、リユースびんの品質の自動診断技術 

◆プラスチック 

・マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、サーマルリサイクル等の手法の優

先順位付けに対応した新たな解体・分別技術（と必要に応じてリサイクル技術の

高度化、低品位プラスチックのリサイクル技術） 

・PET ボトルのリサイクルループの高度化（洗浄技術及びフレーク原料からの PET

ボトル射出成形技術等） 

・農業用塩化ビニルフィルムのマテリアルリサイクルの高度化（洗浄技術及びマテ

リアルリサイクル向け原料化） 

◆自動車／オートバイ  

・ハイブリッド車や電気自動車モーター（ネオジウム－鉄－ボロン磁石）からのレ

アアース（ネオジム、ジスプロシウム等）の回収・リサイクル技術  

・ハイブリッド車や電気自動車電池からのリチウム等のリサイクル技術（特に経済

的な側面からの新規技術開発） 

・高電装化車両からの電装部品の回収分別・素材回収技術 

◆家電製品  

・家電製品に使用されているプラスチックの種類別自動分別技術 

・家電製品に使用されているプラスチックのリサイクル高度化技術（水平リサイク

ル技術） 

・モーター（ネオジウム－鉄－ボロン磁石）からのレアアース（ネオジム、ジスプ

ロシウム等）の回収・リサイクル技術 

・液晶テレビバックライトの適正解体・リサイクル技術  

・液晶テレビ、プラズマテレビのパネルガラスのリサイクル技術（水平リサイクル

技術） 

・液晶テレビ、プラズマテレビパネルからの希少金属の回収・利用技術 

◆スプリングマットレス 

・スプリングとその他素材の分別技術 
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◆乾電池・ボタン電池／小形二次電池 

・リチウム等のリサイクル技術、コバルトの高純度化技術（特に経済的な側面から

の新規技術開発） 

・乾電池・ボタン電池／小形二次電池の回収現場での簡易検出技術  

・処理・リサイクル現場での簡易検出・分別技術 

◆エアゾール缶／小型ガスボンベ  

・内容物残留エアゾール缶／小型ガスボンベの回収現場での簡易検出技術 

・処理・リサイクル現場での簡易検出・分別技術 

◆パーソナルコンピュータ及び周辺機器 

・モニタのガラスの安全なリサイクル技術（水平リサイクル技術）及び一部ガラス

中に含まれるヒ素への対策 

・基板からの希少金属の回収・リサイクル技術の高度化  

・サーバー系システムに多いタンタルコンデンサの回収・リサイクル技術 

◆建設資材  

・建設資材・梱包材のプラスチックの種類別自動分別技術 

・リサイクル原料を使用した建設資材の長期的な品質劣化予測技術・寿命予測技術  

・建設資材中のリサイクルを阻害する化学物質の簡易分析技術 

・断熱材（特にフォーム系断熱材）のマテリアルリサイクル技術 

・環境配慮設計・施工の進展を踏まえた（複合）建設資材や梱包材のオンサイト解

体・分別技術 

・木質系建材のリユース技術 

◆携帯電話・PHS 

・基板からの希少金属の回収・リサイクル技術の高度化  

◆蛍光管等  

・蛍光体からのレアアース（ユウロピオム、テルビウム等）の回収・リサイクル技

術 

 

◆その他 

・使用済み製品中に用いられている、鉄を含めたベースメタルからの不純物除去技

術 

・使用済み電気・電子機器等が破砕・焼却されていることを踏まえた焼却灰（ボト

ムアッシュ、フライアッシュ）からの有用金属の回収技術 

・既存３Ｒ関連技術の組み合わせや低コスト・簡易技術の開発（新規技術開発のみ

でなく積極的に公的な支援対象とすべき） 


